
第113回

定時株主総会
招 集 ご 通 知

開催日時

2026年3月27日（金曜日）午前10時
（受付開始：午前9時）

開催場所

東京都港区西新橋一丁目14番１号
当社本社大会議室（２階）

議案
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除

く。）7名選任の件
第3号議案 監査等委員である取締役3名選任の件

株主総会にご来場の株主様への記念品
（おみやげ）はございません。

証券コード：4045



株主の皆様へ

平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第113回定時株主総会を2026年３月27日（金曜日）に開催いたしますので、
ここに招集のご通知をお届けいたします。
ご高覧くださいますようお願い申し上げます。

※株主様へご送付している書面では、事業報告、連結計算書類、
計算書類および監査報告書の一部記載事項を省略しております。

代表取締役会長CEO 代表取締役社長COO

■ 第113回定時株主総会招集ご通知
■ 議決権行使方法のご案内
■ 株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である

取締役を除く｡）７名選任の件
第３号議案 監査等委員である

取締役３名選任の件

■ 事業報告
■ 連結計算書類
■ 計算書類
■ 監査報告書
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証券コード 4045
2026年３月２日

（電子提供措置の開始日2026年２月26日）
株 主 各 位

東京都港区西新橋一丁目14番１号

東 亞 合 成 株 式 会 社
代表取締役社長COO 小 淵 秀 範

第113回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第113回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイ

トに「第113回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.toagosei.co.jp/ir/stock_information/meeting/

また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しております。以下の東
証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名（東亞合成）または証券
コード（4045）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認い
ただきますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご来場されない株主様におかれましては、電子提供措置事項に掲載の株主総会参考
書類をご検討のうえ、2026年３月26日（木曜日）午後５時までに、書面または電磁的方法（イ
ンターネット等）により議決権を行使していただきますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1 日 時 2026年３月27日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
2 場 所 東京都港区西新橋一丁目14番１号

当社 本社大会議室（２階）
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3 目的事項 報告事項 1. 第113期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業報告、連結計算
書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第113期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

4 招集にあたっての決定事項
（1）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する場合に限られます。なお、代

理人は１名とさせていただきます。
（2）電磁的方法により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものとさせてい

ただきます。
（3）書面による議決権行使と電磁的方法による議決権行使とにより、重複して議決権を行使された場合は、後に

到着したものを有効とさせていただきますが、同一の日に到着した場合は、電磁的方法による議決権行使を
有効なものとさせていただきます。

（4）議決権行使書面において、各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わ
せていただきます。

以 上
●ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
●書面交付請求されていない株主様には、株主総会参考書類と事業報告の一部を併せてご送付しております。書
面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令および当社定款第19条の規定に基づき、下記の事
項を記載しておりません。したがって当該書面は、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を
作成するに際して監査をした書類の一部です。
・事業報告「４ 会計監査人に関する事項」
・事業報告「５ 業務の適正を確保するための体制」
・事業報告「６ 会社の支配に関する基本方針」
・連結計算書類における連結株主資本等変動計算書、連結注記表
・計算書類
・監査報告書

●株主総会当日の様子をインターネット上で同時配信し、ご自宅等からご覧いただけるようにいたします。ご
視聴方法につきましては、同封のリーフレットをご覧ください。なお、株主様のプライバシー等に配慮して
配信しますが、やむをえずご出席の株主様が映り込んでしまう可能性がございますのでご了承ください。

●記念品（おみやげ）および飲み物の提供はございません。
●電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載いたします。



機関投資家の皆様へ
株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことができます。

議決権行使方法のご案内
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株主総会に当日ご出席していただく方法

株主総会日時 2026年３月27日（金曜日）午前10時開催

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願いいたします。
株主総会は、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願いいたします。
※午前9時から受付を開始いたします。

書面によって議決権を行使していただく方法

行使期限 2026年３月26日（木曜日）午後５時必着

同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するようご返送くだ
さい。

電磁的方法（インターネット等）によって議決権を行使していただく方法

詳細につきましては次ページをご覧ください。

行使期限 2026年３月26日（木曜日）午後５時まで

インターネットによる議決権行使は、次のいずれかの方法によって可能です。
① ＱＲコードを読み取る方法「スマート行使」
② 議決権行使コード・パスワードを入力する方法
１ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者の料金（接続料金等）は、株
主様のご負担となります。

２ パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑
や暗証番号と同様に、大切にお取扱いください。

３ パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行を希望される場合は、
画面の案内にしたがってお手続きください。

４ 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本株主総会に限り有効です。



「次へすすむ」を
クリック

議決権行使ウェブサイトへアクセス

お手元の議決権行使書
用紙に記載された「議決
権行使コード」を入力し、

「ログイン」をクリック

ログインする

お手元の議決権行使書
用紙に記載された「パ
スワード」を入力し、

「次へ」をクリック

パスワードの入力

以降は画面の指示にしたがって賛否をご送信く
ださい。

以降は画面の指示にしたがって賛否をご送信く
ださい。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ってください。

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」
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※注意
「スマート行使」での議決権行使は、１回に限り有効です。
一度行使した内容を変更する場合は、お手元の議決権行使書
用紙に記載された「議決権行使コード」と「パスワード」を
ご入力ください。

スマートフォンやタブレット端末で、議決権行使書用紙右下の
QRコードを読み取れば、「議決権行使コード」や「パスワード」
を入力することなく、議決権を行使することができます。

議決権行使
ウェブサイト

インターネットによる議決権行使の方法

議決権行使に関するパソコン、スマートフォ
ン等の操作方法がご不明な場合は、右記にお
問い合わせください。

https://www.web54.net

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

ふ0120-652-031受付時間 9:00～21:00

① ②

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使方法のご案内
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4,000百万円

62.1％

33.3％

第109期
2021年

第110期
2022年

第111期
2023年

第112期
2024年

36円 36円

69.7％

35.5％

100.5％

51.6％

6,000百万円

60円

116.1％

57.4％

7,000百万円

第113期
2025年
（予定）

110.1％

55.5％

65円

7,000百万円

53円

4,300百万円

（ご参考）株主還元の実績
■ 1株当たり配当金 ■ 自己株式取得総額
● 連結配当性向 ● 連結総還元性向
※自己株式取得総額は百万円未満を四捨五入

株主総会参考書類
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第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

■期末配当に関する事項
当社は、当社グループの中長期的視点に基づく持続的な成長のための投資、財務健全性、資本効率性および株

主還元を資本政策の重要な要素と認識しています。株主還元につきましては、連結配当性向30％程度・連結総還
元性向50％程度を目途に安定的な配当の継続と連結総還元性向の向上を図ることを基本的方針として、成長に向
けた投資、収益動向および事業リスク等に備えた内部留保にも留意のうえ、総合的に勘案して決定します。

第113期の期末配当につきましては、以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

１
配当財産の種類
金銭

２

配当財産の割当てに関する事項
およびその金額

（１）１株当たり金額 … 32円 50銭
（ご参考）年間 … 65円00銭

（２）配当総額 … 3,498,683,533円

３
剰余金の配当が効力を生じる日

2026年３月30日



株主総会参考書類
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の
件

本総会終結の時をもって現任取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（８名）は任期満了となります。
つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名の選任をお願いするものです。
候補者は次のとおりです。

候補者
番 号 氏名

※１

当社における地位および担当
取締役会
出席状況
(当事業年度)

取締役
在任年数
(本株主総会
終結時)

１ 髙
たか
村
むら

美己志
み き し

再 任 代表取締役会長CEO 13回／13回
（100％） 16年

２ 小
こ ぶ ち
淵 秀範

ひでのり
再 任 代表取締役社長COO 13回／13回

（100％） ３年

３ 加
か と う
藤 隆史

た か し
再 任

社 外
独 立

取締役 13回／13回
（100％） ３年

４ 石
いしやま
山 麗子

れ い こ
再 任

社 外
独 立

取締役 10回／10回
（100％）※２ １年

５ 野
の も と
本 賢

けん
新 任 グループ経営管理本部長CFO - -

６ 野
の の や ま
々山 辰幸

たつゆき
新 任

グループ業務本部長
兼同本部業務企画部長
兼同本部物流部長兼本社営業部長

- -

７ 小
こばやし
林 慶行

よしゆき
新 任

社 外
独 立

- - -

※１ 再任…再任取締役候補者、新任…新任取締役候補者
※２ 2025年３月の取締役就任以降の回数



株主総会参考書類
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候補者番号

１ 髙
た か

村
む ら

美己
み き

志
し 生年月日

1956年３月28日
所有する当社の株式数
135,816株

再 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1980年４月 当社入社
2002年４月 当社管理部財務グループリーダー
2005年４月 当社管理部人事・総務グループリーダー
2006年４月 当社管理部人事・総務グループリーダー兼同部ＩＲ広報室長
2008年４月 当社名古屋工場次長
2010年３月 当社取締役管理部長
2012年４月 当社取締役管理本部長
2013年３月 当社取締役経営企画部長
2015年３月 当社代表取締役副社長兼経営戦略本部長
2015年11月 当社代表取締役社長
2025年１月 当社代表取締役会長CEO 現在に至る

取締役候補者とした理由
髙村美己志氏は、当社の代表取締役会長を務めるなど、当社グループの経営に携わっており、その豊富な経

験と実績をもとに当社グループの経営を統括することにより、取締役会の意思決定機能を強化することが期待
されるため、取締役候補者といたしました。



株主総会参考書類

9

候補者番号

２ 小
こ

淵
ぶ ち

秀
ひ で

範
の り 生年月日

1963年12月４日
所有する当社の株式数
41,984株

再 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1988年４月 当社入社
2010年４月 当社機能化学品事業部接着剤グループリーダー
2013年４月 当社アクリル事業部ポリマー・光硬化グループリーダー
2016年１月 当社アクリル事業部ポリマー・光硬化グループリーダー

兼同事業部新製品探索グループリーダー
2017年１月 当社ポリマー・オリゴマー事業部ポリマー部長
2018年３月 当社執行役員ポリマー・オリゴマー事業部長兼同事業部ポリマー部長
2019年１月 当社執行役員ポリマー・オリゴマー事業部長
2021年１月 当社執行役員MTアクアポリマー株式会社代表取締役社長
2023年３月 当社取締役業務本部長兼本社営業部長
2024年１月 当社代表取締役副社長兼経営戦略本部長
2025年１月 当社代表取締役社長COO 現在に至る

取締役候補者とした理由
小淵秀範氏は、当社の代表取締役社長を務めるなど、当社グループの経営に携わっており、その豊富な経験

と実績をもとに当社グループの経営を統括することにより、取締役会の意思決定機能を強化することが期待さ
れるため、取締役候補者といたしました。



株主総会参考書類
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候補者番号

３ 加
か

藤
と う

隆
た か

史
し 生年月日

1959年４月22日
所有する当社の株式数
525株

再 任 社 外 独 立

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1989年４月 東京大学工学部合成化学科助手
1991年４月 東京大学生産技術研究所講師
1993年 7 月 東京大学生産技術研究所助教授
1996年７月 東京大学大学院工学系研究科化学生命工学専攻助教授
1999年４月 東京大学大学院新領域創成科学研究科助教授
2000年５月 東京大学大学院工学系研究科化学生命工学専攻教授
2016年９月 一般社団法人日本液晶学会会長
2018年 5 月 公益社団法人高分子学会会長
2019年10月 東京大学大学院工学系研究科附属水環境工学研究センター副センター長
2022年４月 公益財団法人旭硝子財団理事
2023年３月 当社取締役 現在に至る
2025年４月 信州大学アクア・リジェネレーション機構特任教授 現在に至る
2025年４月 岡山大学異分野基礎科学研究所特任教授 現在に至る
2025年 6 月 東京大学名誉教授 現在に至る
2025年６月 公益財団法人泉科学技術振興財団理事 現在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
加藤隆史氏は、これまでの当社における社外取締役としての実績に加え、高分子化学をはじめ幅広い化学分

野で、大学教授として培われてきた高度な専門知識・経験等を有しています。当社の経営に対し、これらの経
験等を踏まえた企業価値向上に資する意見および提言ならびに独立した立場からの監督を行っていただくこと
で、当社の経営体制がさらに強化されることを期待し、社外取締役候補者といたしました。
なお、同氏は、過去に会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としてその

職務を適切に遂行いただけるものと考えております。



株主総会参考書類
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候補者番号

４ 石
い し

山
や ま

麗
れ い

子
こ 生年月日

1968年９月１日
所有する当社の株式数
525株

再 任 社 外 独 立

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
2005年１月 東京海上日動ベターライフサービス株式会社入社
2015年６月 一般社団法人日本介護支援専門員協会常任理事
2016年４月 厚生労働省老健局振興課介護支援専門官
2018年４月 国際医療福祉大学大学院医療福祉経営専攻教授 現在に至る
2019年４月 一般社団法人日本ケアマネジメント学会理事 現在に至る
2022年６月 公益財団法人フランスベッド・ホームケア財団理事 現在に至る
2023年６月 特定非営利活動法人日本介護経営学会理事 現在に至る
2024年６月 公益社団法人かながわ福祉サービス振興会理事 現在に至る
2025年３月 当社取締役 現在に至る
2025年４月 東京海上日動ベターライフサービス株式会社社外取締役 現在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
石山麗子氏は、これまでの当社における社外取締役としての実績に加え、介護保険制度政策をはじめ幅広い

ケアマネジメント分野で、介護支援専門員および大学教授として培われてきた高度な専門知識・経験等を有し
ています。当社の経営に対し、これらの経験等を踏まえた企業価値向上に資する意見および提言ならびに独立
した立場からの監督を行っていただくことで、当社の経営体制がさらに強化されることを期待し、社外取締役
候補者といたしました。
なお、同氏は、過去に会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としてその

職務を適切に遂行いただけるものと考えております。
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候補者番号

５ 野
の

本
も と

賢
け ん 生年月日

1967年11月16日
所有する当社の株式数
24,670株

新 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1990年４月 当社入社
2021年１月 グループ管理本部総務法務部長
2022年１月 業務本部営業総括部長
2024年３月 執行役員経営戦略本部経営企画部長兼同本部情報システム部長
2025年１月 執行役員グループ経営管理本部経営企画部長
2026年 1 月 グループ経営管理本部長CFO 現在に至る

取締役候補者とした理由
野本賢氏は、当社の経営企画部長や情報システム部長を務めるなど、経営戦略部門や管理部門の経営に主に

携わっており、その豊富な経験と実績をもとに当社グループの経営を統括することにより、取締役会の意思決
定機能を強化することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者番号

６ 野
の の

々山
や ま

辰
た つ

幸
ゆ き 生年月日

1965年８月26日
所有する当社の株式数
10,667株

新 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1989年４月 当社入社
2014年４月 名古屋工場第二製造部長
2017年１月 ポリマー・オリゴマー事業部オリゴマー部長
2020年１月 名古屋工場操業部長
2021年１月 広野工場長
2024年３月 執行役員高岡工場長兼高岡工場業務支援部長
2026年１月 グループ業務本部長兼同本部業務企画部長兼同本部物流部長

兼本社営業部長 現在に至る

取締役候補者とした理由
野々山辰幸氏は、ポリマー・オリゴマー事業部オリゴマー部長や高岡工場長を務めるなど、事業部門や製造

部門の経営に主に携わっており、その豊富な経験と実績をもとに当社グループの経営を統括することにより、
取締役会の意思決定機能を強化することが期待されるため、取締役候補者といたしました。
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候補者番号

７ 小
こ

林
ばやし

慶
よ し

行
ゆ き 生年月日

1964年２月14日
所有する当社の株式数
０株

新 任 社 外 独 立

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1988年４月 三共株式会社（現 第一三共株式会社）入社
2015年４月 第一三共株式会社研究開発本部創薬化学研究所所長
2016年４月 Daiichi Sankyo India Pharma Private Limited CEO & President
2021年１月 株式会社キュライオ最高科学責任者
2021年８月 株式会社キュライオ執行役員兼最高科学責任者
2023年９月 セルシュートセラピューティクス株式会社研究開発部長
2024年５月 YK BioPharma設立 現在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
小林慶行氏は、Daiichi Sankyo India Pharma Private LimitedにおいてCEO & Presidentを務めるなど

豊富な会社経営経験を有しているほか、第一三共株式会社および創薬ベンチャー企業で培われた研究開発に関
する高度な見識を有しています。当社の経営に対し、これらの経験等を踏まえた企業価値向上に資する意見お
よび提言ならびに独立した立場からの監督を行っていただくことで、当社の経営体制がさらに強化されること
を期待し、社外取締役候補者といたしました。

（注）1. 各候補者と会社との間には特別の利害関係はありません。
2. 各候補者の当社株式所有数には、東亞合成役員持株会における持分が含まれております。
3. 加藤隆史氏、石山麗子氏および小林慶行氏は、社外取締役候補者です。当社は加藤隆史氏および石山麗子氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、届け出ております。また、小林慶行氏についても、独立役員として指定し、同取引
所に届け出る予定です。

4. 加藤隆史氏は、現在、当社の社外取締役ですが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
5. 石山麗子氏は、現在、当社の社外取締役ですが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。
6. 当社は、小林慶行氏が2020年12月まで業務執行者を務めた第一三共株式会社およびそのグループ会社との間に製品の販売等

の取引関係がありますが、その額は2025年12月期で当社連結売上高の１%未満です。
7. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除く）との間に、会社法第423条第１

項の責任について、10百万円または法令が定める額のいずれか高い額を限度とする責任限定契約を締結できる旨、定款に定
めております。現在、加藤隆史氏および石山麗子氏との間で、上記責任限定契約を締結しております。加藤隆史氏および石
山麗子氏の再任が承認された場合、当社は上記責任限定契約を継続する予定です。また、小林慶行氏の選任が承認された場
合、当社は同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定です。

8. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。本議案をご承
認いただいた場合、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。その契約の内容の概要は、事業報告「３ 会社役員に関
する事項 ❺ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載のとおりです。なお、当社は、当該保険契約を任期途中に更新
する予定です。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
現任監査等委員である取締役４名のうち、髙橋美仁氏、髙野信彦氏および寺本敏之氏の３名は本総会終結の時

をもって任期満了となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものです。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
候補者は次のとおりです。

候補者番号

１ 髙
た か

橋
は し

美
よ し

仁
ひ と 生年月日

1962年7月16日
所有する当社の株式数
30,107株

再 任

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1986年４月 当社入社
2011年４月 当社管理部財務部グループリーダー
2012年４月 当社管理本部財務部長
2015年４月 当社業務本部購買部長
2017年 1 月 当社管理本部人事部長
2019年１月 当社名古屋工場事務部長兼同工場管理部長
2020年１月 当社名古屋工場次長兼同工場管理部長
2022年 3 月 当社執行役員経営戦略本部情報システム部長

東亞ビジネスアソシエ株式会社代表取締役社長
2024年３月 当社取締役（監査等委員） 現在に至る

監査等委員である取締役候補者とした理由
髙橋美仁氏は、これまでの当社における監査等委員である取締役としての実績に加え、主に当社の管理部門

の経営に携わっており、その豊富な経験と実績を当社の経営に反映させることにより、当社の監査・監督機能
がさらに強化できると判断したため、監査等委員である取締役候補者といたしました。
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候補者番号

２ 寺
て ら

本
も と

敏
と し

之
ゆ き 生年月日

1958年９月15日
所有する当社の株式数
０株

再 任 社 外 独 立

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
1981年４月 株式会社三井銀行（現 株式会社三井住友銀行）入行
2008年４月 株式会社三井住友銀行執行役員
2011年４月 株式会社三井住友銀行常務執行役員
2014年４月 株式会社三井住友銀行取締役兼専務執行役員
2015年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締役
2016年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ常任監査役

株式会社三井住友銀行監査役
2017年６月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締役
2019年 6 月 ホウライ株式会社副社長執行役員
2019年12月 ホウライ株式会社代表取締役社長兼社長執行役員
2024年３月 当社取締役（監査等委員） 現在に至る
2024年10月 ホウライ株式会社代表取締役会長兼会長執行役員CEO
2025年６月 株式会社アサックス社外取締役（監査等委員） 現在に至る
2025年10月 ホウライ株式会社代表取締役会長兼会長執行役員
2025年12月 ホウライ株式会社代表取締役会長 現在に至る

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
寺本敏之氏は、これまでの当社における監査等委員である社外取締役としての実績に加え、株式会社三井住

友フィナンシャルグループおよび株式会社三井住友銀行において取締役を務め、ホウライ株式会社において代
表取締役会長を務めるなど豊富な会社経営経験を有しているほか、金融機関で培われた財務・会計に関する高
度な見識を有しています。引き続き、これらの経験等を踏まえて当社の内部統制システムの構築状況および運
用状況の監視・検証、業務および財産の状況に関する監査等を実施いただくことを期待し、監査等委員である
社外取締役候補者といたしました。
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候補者番号

３ 榎
え の

本
も と

政
ま さ

彦
ひ こ 生年月日

1964年11月９日
所有する当社の株式数
０株

新 任 社 外 独 立

略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況）
2014年７月 東松山税務署長
2015年７月 荏原税務署長
2016年７月 東京国税局査察部 統括国税査察官
2017年７月 国税庁長官官房東京派遣 主任国税庁監察官
2019年７月 東京国税局総務部 考査課長
2020年７月 国税庁長官官房大阪派遣 首席国税庁監察官
2021年７月 仙台国税局徴収部 部長
2022年７月 国税庁長官官房 首席国税庁監察官
2024年７月 札幌国税局長
2025年10月 榎本政彦税理士事務所 税理士 現在に至る
2026年１月 株式会社ビズアップ総研 社外取締役 現在に至る

監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
榎本政彦氏は、国税庁での経歴や税理士として培われた会計・税務に関する高度な専門知識・経験等を有し

ております。これらの経験等を踏まえて当社の内部統制システムの構築状況および運用状況の監視・検証、業
務および財産の状況に関する監査等を実施いただくことを期待し、監査等委員である社外取締役候補者といた
しました。
なお、同氏は、過去に会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としてその

職務を適切に遂行いただけるものと考えております。
（注）1. 各候補者と会社との間には特別の利害関係はありません。

2. 各候補者の当社株式所有数は、東亞合成役員持株会における持分が含まれております。
3. 寺本敏之氏および榎本政彦氏は、社外取締役候補者です。当社は、寺本敏之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、届け出ております。また、榎本政彦氏についても、独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定です。
4. 寺本敏之氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役ですが、監査等委員である社外取締役としての在任期間は、本総会

終結の時をもって２年となります。
5. 寺本敏之氏は、当社のメインバンクである株式会社三井住友フィナンシャルグループおよび株式会社三井住友銀行の取締役を

務めておりましたが、2019年6月に退任し、本総会終結時点ですでに6年9か月が経過しております。
6. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除く）との間に、会社法第423条第１

項の責任について、10百万円または法令が定める額のいずれか高い額を限度とする責任限定契約を締結できる旨、定款に定
めております。現在、髙橋美仁氏および寺本敏之氏との間で、上記責任限定契約を締結しております。髙橋美仁氏および寺
本敏之氏の再任が承認された場合、当社は上記責任限定契約を継続する予定です。また、榎本政彦氏の選任が承認された場
合、当社は同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定です。

7. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。本議案をご承
認いただいた場合、各候補者は当該保険契約の被保険者となります。その契約の内容の概要は、事業報告「３ 会社役員に関
する事項 ❺ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載のとおりです。なお、当社は、当該保険契約を任期途中に更新
する予定です。

以 上
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ご参考

●取締役会の構成
第２号議案および第３号議案が原案どおり可決された場合、取締役会の構成は以下のとおりとなります。今後

も引き続き、性別や経験領域等の面から多様性のある取締役会を組織するよう検討してまいります。

氏名

2025年
取締役会
出席回数
（回）

経験領域

会社経営
経営企画

マーケティング
営業

研究開発
技術生産
DX

財務
会計

法務
人事
労務

グローバル サステナビリティ

髙村 美己志 13／13 ○ ○ ○ ○

小淵 秀範 13／13 ○ ○ ○

野本 賢 ー ○ ○ ○ ○ ○

野々山 辰幸 ー ○ ○ ○ ○

加藤 隆史
【社外】 13／13 ○ ○ ○

石山 麗子
【社外】

10／10
※1 ○ ○

小林 慶行
【社外】 ー ○ ○ ○

監
査
等
委
員

髙橋 美仁 13／13 ○ ○ ○ ○
寺本 敏之
【社外】 13／13 ○ ○

小町谷 育子
【社外】

９／10
※1 ○ ○ ○

榎本 政彦
【社外】 ー ○

※1. 2025年３月の取締役就任以降の回数
※2. 取締役の性別：女性２名、男性９名
※3. 取締役の属性：社内取締役５名、独立社外取締役６名
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●独立社外取締役の独立性基準
当社は、社外取締役の独立性基準を以下のとおり定め、以下の各号のいずれかに該当する場合は、当社に対す

る十分な独立性を有していないものと判断します。
1．（1）現在または過去10年間において、当社および当社の子会社の業務執行者（業務執行取締役、執行役、

執行役員、その他上級管理職にある使用人）であった者
（2）当社を主要な取引先とする者、またはその者が会社である場合はその業務執行者（業務執行取締役、執

行役、執行役員、その他上級管理職にある使用人）
（3）当社の主要な取引先である者、またはその者が会社である場合はその業務執行者（業務執行取締役、執

行役、執行役員、その他上級管理職にある使用人）
（4）当社から役員報酬以外に、多額の金銭その他財産を得ている弁護士等の法律専門家、公認会計士等の会

計専門家、コンサルタント等（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合には、当該団体
に所属する者）

（5）当社の大株主またはその者が会社である場合はその業務執行者
（6）当社から多額の寄付を受けている者（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合には、当

該団体に所属する者）
（7）上記（1）から（6）までのいずれかに該当する者の配偶者または２親等内の親族
（8）過去３年間において、上記（2）から（7）までのいずれかに該当していた者

2．当社の社外取締役としての在任期間が８年を超える者

●政策保有株式に関する方針および状況
当社では、2023年8月4日に「PBR改善に向けた取組みに関するお知らせ」で発表しましたとおり、2025年

末に政策保有株式を連結純資産比10%未満に縮減することを目指していました。
2025年は、主に保有株式の株価上昇により、政策保有株式の連結純資産比が14.3%に上昇する結果となりま

したが、前年を上回る7,052百万円の政策保有株式を売却し、資本効率性の改善に向けた取組みを着実に進めて
おります。



第112期 第112期 第112期 第112期

前年度比
3.2%

前年度比
0.4%

前年度比
5.8%

前年度比
7.5%

11,87715,993
14,233

167,594

第113期 第113期 第113期 第113期

162,312
12,76615,06714,180

親会社株主に帰属する
当期純利益

（単位：百万円）

経常利益営業利益売上高
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

事業報告 （2025年１月１日〜2025年12月31日）

20

１ 企業集団の現況に関する事項

❶ 事業の経過および成果
当連結会計年度（2025年１月１日から2025年12月31日まで）の世界経済は、米国の関税政策や地政学的

リスクの高まりなどの不確実性が続いたものの、AI関連投資の拡大などを背景に、総じて底堅い成長を維持し
ました。そのような中、米国は内需を中心に成長を維持し、中国は回復の勢いは弱く、欧州は低成長が続くな
ど地域差がみられました。
また、わが国経済は、賃上げが続く一方で物価上昇が上回り、雇用環境の改善やインバウンド需要の回復、

株価上昇などの下支えはあるものの、景気の持ち直しには力強さを欠く状況でした。
このような状況下、当社グループは、拡販活動やコスト削減に注力するとともに、製造設備の増強、研究開

発力の強化、海外拠点の設立など、今後の成長に寄与する投資を進めてまいりました。また、政策保有株式の
売却を進め、資本効率化を図りました。その結果、売上高は1,623億１千２百万円（前年度比3.2%減収）、営
業利益は141億８千万円（前年度比0.4%減益）、経常利益は150億６千７百万円（前年度比5.8%減益）、親会
社株主に帰属する当期純利益は127億６千６百万円（前年度比7.5%増益）となりました。



売上高
（単位：百万円）

営業損益
（単位：百万円）

第112期
2024年12月期

第112期
2024年12月期

79,145 8,501

第113期
2025年12月期

第113期
2025年12月期

71,772 8,752

売上高
（単位：百万円）

営業損益
（単位：百万円）

第112期
2024年12月期

第112期
2024年12月期

35,187
3,779

第113期
2025年12月期

第113期
2025年12月期

36,169

3,018
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当連結会計年度のセグメント別の概況は、次のとおりです。
基幹化学品事業

主要な事業内容(取扱い製品)
カセイソーダ、カセイカリ、次亜塩素酸ソーダなどの電解製品、
硫酸、工業用ガス、
アクリル酸、アクリル酸エステルなどのアクリルモノマー等

電解製品は、販売数量が減少し、減収となりました。
アクリルモノマーは、一部製品の販売数量減少と原料価
格の下落に連動した販売価格低下が影響し、減収となり
ました。工業用ガスは、製造関連会社のトラブルによる
稼働停止により販売数量が減少し、減収となりました。
これらの結果、当セグメントの売上高は717億７千２

百万円（前年度比9.3%減収）となりました。営業利益は、
全般的に販売数量が減少したものの固定費の削減により、
87億５千２百万円（前年度比3.0%増益）となりました。

ポリマー・オリゴマー事業
主要な事業内容（取扱い製品）
アクリルポリマー、高分子凝集剤、
光硬化型樹脂などのアクリルオリゴマー等

アクリルポリマーは、化粧品および半導体用途向けの
販売数量が増加し、増収となりました。アクリルオリゴ
マーは、原料価格上昇分を価格転嫁したことにより、増
収となりました。高分子凝集剤は、海外向けの販売数量
増加と国内向けの採算是正により、増収となりました。
これらの結果、当セグメントの売上高は361億６千９

百万円（前年度比2.8%増収）となりました。営業利益は、
原材料価格の上昇や固定費の増加により、30億１千８百
万円（前年度比20.1%減益）となりました。



売上高
（単位：百万円）

営業損益
（単位：百万円）

第112期第112期
2024年12月期2024年12月期

第112期第112期
2024年12月期2024年12月期

13,344

409

第113期
2025年12月期

第113期
2025年12月期

13,607

323

売上高
（単位：百万円）

営業損益
（単位：百万円）

第112期第112期
2024年12月期2024年12月期

第112期第112期
2024年12月期2024年12月期

10,196

1,275

第113期
2025年12月期

第113期
2025年12月期

10,225

1,177
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接着材料事業
主要な事業内容（取扱い製品）
瞬間接着剤、機能性接着剤等

家庭用は、米国での合弁解消による体制変更の影響に
より、増収となりました。機能性接着剤は、車載用およ
びスマートフォン用部品向けの販売数量が堅調で、増収
となりました。
これらの結果、当セグメントの売上高は136億７百万

円（前年度比2.0%増収）となりました。営業利益は、米
国での体制変更に関わる固定費の増加により、３億２千
３百万円（前年度比21.0%減益）となりました。

高機能材料事業
主要な事業内容（取扱い製品）
高純度無機化学品、無機機能材料等

高純度無機化学品は、AI向け半導体の旺盛な需要が継
続しましたが、その他の需要回復が遅れたことにより販
売数量が減少し、減収となりました。無機機能材料は、
無機抗菌剤の採算是正により、増収となりました。
これらの結果、当セグメントの売上高は102億２千５

百万円（前年度比0.3%増収）となりました。営業利益
は、高純度無機化学品の販売数量の減少により、11億７
千７百万円（前年度比7.7%減益）となりました。



売上高
（単位：百万円）

営業損益
（単位：百万円）

第112期第112期
2024年12月期2024年12月期

第112期第112期
2024年12月期2024年12月期

27,702
1,761

第113期
2025年12月期

第113期
2025年12月期

28,177 2,754

売上高
（単位：百万円）

営業損益
（単位：百万円）

第112期第112期
2024年12月期2024年12月期

第112期第112期
2024年12月期2024年12月期

2,018

366

第113期
2025年12月期

第113期
2025年12月期

2,360

398
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樹脂加工製品事業
主要な事業内容（取扱い製品）
環境インフラシステム製品（管工機材製品等）、建材・土木製品、
ライフサポート製品（介護用品等）、
エコマテリアル（エラストマーコンパウンド）等

環境インフラシステム製品（旧 管工機材製品）は、
下水道関連向けの販売数量の増加により、増収となりま
した。ライフサポート製品は、介護製品の需要低迷によ
り販売数量が減少し、減収となりました。エコマテリア
ル（旧 エラストマーコンパウンド）は、タイの拠点で
の販売数量の増加により、増収となりました。
これらの結果、当セグメントの売上高は281億７千７

百万円（前年度比1.7%増収）となりました。営業利益は、
環境インフラシステムのインフラ老朽化対策向け製品の
増販とライフサポートの採算是正およびエコマテリアル
のタイでの増販が寄与し、27億５千４百万円（前年度比
56.4%増益）となりました。

その他の事業
主要な事業内容
商社事業、輸送事業等

商社事業、輸送事業などにより構成されている当セグ
メントは、商社事業が増収となり、売上高は23億６千万
円（前年度比16.9%増収）となりました。営業利益は、
商社事業の増益により、３億９千８百万円（前年度比8.5
％増益）となりました。

（注）第113期から、従来「その他の事業」に含めていた新規製品の研究開発事業にかかる費用を全社費用とし
てセグメント利益または損失の調整額に計上しております。なお、第112期の営業損益は変更後のセグメ
ントの区分に基づいた数値を記載しております。
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❷ 設備投資、資金調達および重要な事業の譲渡・譲受け等の状況
①設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の総額は、28,187百万円でした。
当社および連結子会社におけるセグメントごとの金額および内容は、以下のとおりです。

セグメントの名称 投資額（百万円） 内容

基幹化学品事業 6,708 製造設備の増強および合理化等

ポリマー・オリゴマー事業 8,233 製造設備の増強および合理化等

接着材料事業 948 製造設備の更新および合理化等

高機能材料事業 5,066 製造設備の増強および合理化等

樹脂加工製品事業 1,029 製造設備の保全および合理化等

その他・全社共通 6,201 関連事業設備等の基盤整備強化、
サステナビリティおよび情報システム投資等

合計 28,187
（注）1. 「その他・全社共通」は、報告セグメントに含まれないその他の事業および全社共通の資産に関する投資であります。

2. 顧客関連資産（無形固定資産）の取得は含まれていません。

②資金調達の状況
将来成長のための投資、資金調達手段の多様化および資本効率の向上を目的として、2025年７月に第15回無

担保普通社債を発行し、10,000百万円の資金調達を行いました。

③事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

④他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑤吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑥他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。
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❸ 対処すべき課題
2026年２月12日に発表しました2026年から2028年の3年間を対象とする中期経営計画「Connect and

Create 2028（共創で未来を拓く）」では、過去の投資成果を最大化しつつ、注力分野への積極的な投資を継続
します。革新的な研究開発力のさらなる強化と生産基盤の深化により、事業環境の変化にも揺るがない事業体制
を築いてまいります。

①中期経営計画の基本方針と重要施策
（１）注力分野への積極的な開発と投資の継続

・注力分野（モビリティ分野・半導体分野・メディカル分野・環境インフラ分野）に対する広さ（用途
展開）と深さ（技術の差別化）を追求し、国内外のユーザーへの展開を推進

・アカデミア・ベンチャーとの共同開発に加えて、M&Aなどの手段を含めて、技術力強化と事業領域
の拡大を推進

（２）既存事業のブラッシュアップと収益性の向上
・事業ポートフォリオの最適化に向けた選択と集中
・グローバル展開を一層進め、世界で独自の価値を提供
・生産および品質管理、研究開発、間接業務などのあらゆる場面でデジタル技術を活用した業務変革
（DX）を推進

（３）企業価値の向上と持続可能な価値創造
・財務戦略の実施による資本構成の最適化と投資判断の厳格化による資本効率性の改善
・投資回収の推進と積極的な設備投資の継続
・従業員が誇りを持って働ける環境作りと、多様なプロフェッショナル人財の育成と確保
・サステナビリティの追求とESGの推進



営業利益
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②数値目標

2025年実績 2028年計画
売上高 162,312百万円 180,000百万円
営業利益 14,180百万円 18,000百万円

（営業利益率） （8.7％） （10.0％）
売上高研究開発費比率 ４.1% ４%以上
（研究開発費） （6,708百万円） （7,200百万円以上）

EPS（１株当たり純利益） 117円/株 130円/株
設備投資額（期間） 70,616百万円（2023-2025年） 59,000百万円（2026-2028年）

GHG排出削減率（2013年比） ▲28％ ▲40％
女性管理職比率 5.1% 8.0%

ROE 6.0% 6.5%
PBR 0.8倍 1.0倍以上

（１）研究開発費、設備投資計画
研究開発費は売上高比率４％以上を継続する。設備投資は、ソーダ電解工場の更新や高機能ポリマー工
場増強などの新規・増強案件の他、サステナビリティ関連にも注力し、2026年から2028年までの3年
間の累計で59,000百万円の投資を計画する。
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（２）財務資本戦略
2028年にPBR１倍以上を目標とし、資本効率を早期に改善させ、株主の期待に応える積極的な株主還
元および株主優待制度の継続により、株式市場評価を高める。また、財務健全性を維持しつつ、最適な
資本構成を追求する。
【株主還元方針】
中期経営計画期間の総還元性向を90％程度として、配当性向を期間平均70％程度に高める。

（３）人的資本戦略
中期経営計画の実現に向けた 「人への投資」として、組織と人財の力を最大限活かすための制度改革、
環境整備を強化する。ステークホルダーの一員である従業員からも選ばれ続ける企業であるために、多
様な挑戦・成長機会の提供、新たな働き方改革など従業員がベストを尽くせる環境整備に積極的に取り
組む。



第110期 第112期第111期 第110期 第112期第111期

第110期 第112期第111期第110期 第112期第111期

101.3112,494

14,382
160,825

102.7812,179

12,499
159,371

104.5611,877

14,233
167,594

第113期 第113期

第113期第113期

117.0212,766

14,180
162,312

１株当たり当期純利益
（単位：円）

親会社株主に帰属する当期純利益
（単位：百万円）

営業利益
（単位：百万円）

売上高
（単位：百万円）
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❹ 財産および損益の状況の推移
企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分 第110期
2022年12月期

第111期
2023年12月期

第112期
2024年12月期

第113期
2025年12月期
(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 160,825 159,371 167,594 162,312
営 業 利 益 (百万円) 14,382 12,499 14,233 14,180
経 常 利 益 (百万円) 16,446 14,503 15,993 15,067
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 12,494 12,179 11,877 12,766
１株当たり当期純利益(円) 101.31 102.78 104.56 117.02
総 資 産 (百万円) 265,135 272,285 278,020 289,105
純 資 産 (百万円) 210,807 212,518 213,668 215,944
１株当たり純資産額(円) 1,700.75 1,816.10 1,897.60 2,002.20

（注）１株当たり当期純利益は自己株式数を控除した期中平均株式数により、１株当たり純資産額は自己株式数を控除した期末発行済
株式総数により、それぞれ算出しております。なお、第111期以降に係る各数値の算出において控除した自己株式数には、従業員
向け株式交付信託の保有する当社株式が含まれております。
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❺ 重要な子会社の状況（2025年12月31日現在）
①重要な子会社の状況

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容
アロン化成株式会社 4,220百万円 100.00％ 樹脂加工製品の製造販売
ＭＴエチレンカーボネート株式会社 480百万円 90.00％ エチレンカーボネートの製造
ＭＴアクアポリマー株式会社 460百万円 90.00％ 高分子凝集剤の製造販売
東亞テクノガス株式会社 400百万円 100.00％ 工業用ガスの製造販売
株式会社ＴＧコーポレーション 174百万円 100.00％ 化学工業製品の販売
東亞ビジネスアソシエ株式会社 40百万円 100.00％ 不動産の管理および事務代行等
東亞興業株式会社 25百万円 100.00％ 運送事業
東亞物流株式会社 16百万円 100.00％ 化学工業製品の包装充填業務
アロン包装株式会社 10百万円 100.00％ 接着剤の包装充填業務
Toagosei America Inc． US$ 6,100千 100.00％ 接着剤の製造販売
TOAGOSEI (Zhangjiagang)
New Technology Co., Ltd. RMB 60,891千 100.00％ 光硬化型樹脂の製造販売

Toagosei (Shanghai)
Management Co., Ltd. 1,207百万円 100.00％ 化学工業製品の販売・開発

TOAGOSEI HONG KONG LIMITED HK$ 10,988千 100.00％ 接着剤の販売
Toagosei (Zhuhai) Limited HK$ 9,188千 100.00％ 接着剤の製造販売
Toa-Jet Chemical Co.,Ltd. NT$ 15,000千 51.00％ 光硬化型樹脂の製造販売
Taiwan Toagosei Co., Ltd. NT$ 5,000千 100.00％ 光硬化型樹脂の販売
TOAGOSEI SINGAPORE PTE. LTD. S$ 60,571千 100.00％ アクリル製品の製造販売
Toagosei (Thailand) Co., Ltd. THB 500,000千 100.00％ アクリル製品の製造販売
Aronkasei (Thailand) Co., Ltd. THB 208,000千 100.00％ 樹脂加工製品の販売
TOAGOSEI VIETNAM CO., LTD. VND 26,700百万 100.00％ 高分子凝集剤の販売
TOAGOSEI CHEMICAL INDIA
PRIVATE LIMITED INR 135,000千 100.00％ 化学工業製品の販売

（注）1. 上記の議決権比率には、子会社を通じて間接的に所有する議決権を含んでおります。
2. 連結子会社は21社、持分法適用会社は１社です。
3. 当期において、TOAGOSEI CHEMICAL INDIA PRIVATE LIMITEDを連結子会社として新規設立しております。

②事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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❻ 主要な事業所（2025年12月31日現在）
①当社
本 社：東京都港区西新橋一丁目14番１号
営業所：本社営業部（東京都港区）、大阪支店（大阪市）、名古屋支店（名古屋市）、四国営業所（香川県坂出

市）、福岡営業所（福岡市）
工 場：名古屋工場（名古屋市）、横浜工場（横浜市）、高岡工場（富山県高岡市）、徳島工場（徳島県徳島

市）、坂出工場（香川県坂出市）、大分工場（大分県大分市）、川崎工場（川崎市）、広野工場（福島県
双葉郡広野町）

研究所：名古屋クリエイシオＲ＆Ｄセンター（名古屋市）、川崎フロンティエンスＲ＆Ｄセンター（川崎市）、
先端科学研究所（茨城県つくば市）、高岡創造ラボ（富山県高岡市）、東京テクノ・ラボ（東京都港
区）

②子会社等
国 内：アロン化成株式会社（東京都ほか）、ＭＴエチレンカーボネート株式会社（東京都ほか）、ＭＴアクア

ポリマー株式会社（東京都ほか）、株式会社ＴＧコーポレーション（東京都ほか）、東亞テクノガス株
式会社（名古屋市）ほか

国 外：Toagosei America Inc．（米国）、TOAGOSEI (Zhangjiagang) New Technology Co., Ltd.（中国）、
Toagosei (Shanghai) Management Co., Ltd.（中国）、TOAGOSEI HONG KONG LIMITED（香港）、
Toagosei (Zhuhai) Limited（中国）、Toa-Jet Chemical Co.,Ltd.（台湾）、Taiwan Toagosei Co., Ltd.（台湾）、
TOAGOSEI SINGAPORE PTE. LTD.（シンガポール）、Toagosei (Thailand) Co., Ltd.（タイ）、
Aronkasei (Thailand) Co., Ltd.（タイ）、TOAGOSEI VIETNAM CO., LTD.（ベトナム）、
TOAGOSEI CHEMICAL INDIA PRIVATE LIMITED（インド）ほか

（注） 当期において、TOAGOSEI CHEMICAL INDIA PRIVATE LIMITED（インド）を連結子会社として新規設立しております。
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❼ 従業員の状況（2025年12月31日現在）
①企業集団の従業員の状況

セ グ メ ン ト 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
基 幹 化 学 品 事 業 399 名 ６ 名増
ポ リ マ ー ・ オ リ ゴ マ ー 事 業 502 名 37 名増
接 着 材 料 事 業 323 名 5 名減
高 機 能 材 料 事 業 124 名 12 名減
樹 脂 加 工 製 品 事 業 460 名 ５ 名減
そ の 他 の 事 業 335 名 ９ 名増
全 社 （共 通） 537 名 41 名増

合 計 2,680 名 71 名増
（注）1. 休職者、企業集団外への出向者は除いております。

2. 当連結会計年度から、従来「その他の事業」に含めていた新規製品の研究開発事業にかかる従業員を「全社（共通）」として
集計しております。これに伴い、増減は当該区分変更後の前連結会計年度末の従業員数との比較を表示しております。

②当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
1,444名 41名増 43歳８か月 18年９か月

（注）休職者、出向者は除いております。

❽ 主要な借入先（2025年12月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株式会社三井住友銀行 3,424 百万円
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,800 百万円
農林中央金庫 1,100 百万円
株式会社百十四銀行 950 百万円
三井住友信託銀行株式会社 787 百万円



所有者別
株式分布状況

■ 外国法人等
20.6％

■ 個人・その他
26.6％

■ 国内法人等
14.2％

■ 金融機関
36.3％

■ 金融商品取引業者
2.3％
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2 会社の株式に関する事項（2025年12月31日現在）

❶ 株式の総数
発行可能株式総数 275,000,000株

（前期末比 増減なし）

発行済株式の総数 108,000,000株
（前期末比 5,000,000株減）

❷ 株主数 31,066名
（前期末比 12,842名増）

❸ 大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13,504 千株 12.54 ％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,841 5.43

東亞合成取引先持株会 5,139 4.77

株式会社三井住友銀行 4,654 4.32

東亞合成グループ社員持株会 3,332 3.10

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 2,510 2.33

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2,259 2.10

大樹生命保険株式会社 1,845 1.71

THE BANK OF NEW YORK, TREATY JASDEC ACCOUNT 1,753 1.63

株式会社百十四銀行 1,741 1.62
（注）1．持株比率は、自己株式（348,199株）を控除して計算しております。なお、自己株式には従業員向け株式交付信託の財産と

して上記㈱日本カストディ銀行（信託口）が所有する株式366,000株を含んでおりません。
2．上記㈱日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち366,000株は、従業員向け株式交付信託にかかる信託財産であり、
その議決権行使の指図者は当社および当社役員から独立した第三者であります。
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❹ その他株式に関する重要な事項
①自己株式の取得
当社は、2025年２月13日の取締役会決議に基づき、2025年２月14日から2025年12月31日までの取得期間

において自己株式の取得を実施しました。同期間中に取得した株式の総数は4,825,200株、取得価額の総額は
6,999百万円です。

②自己株式の消却
当社は、2025年12月18日の取締役会において会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を決議し、

2025年12月25日に5,000,000株の消却を実施しました。消却後の発行済株式の総数は108,000,000株です。

❺ 当該事業年度に職務執行の対価として役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

株 式 数 交付対象者数
取締役
（監査等委員・社外取締役を除く） 20,100株 ５名

執行役員・フェロー 45,600株 19名
（注）1. 上記の他、当社の子会社であるアロン化成株式会社の取締役および執行役員（非常勤取締役を除く）３名に対し、職務執行の

対価として7,200株を交付しております。
2. 当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「３ 会社役員に関する事項 ❸ 当事業年度に係る取締役の報酬等」に記載

のとおりです。
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3 会社役員に関する事項

❶ 取締役の状況（2025年12月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長CEO 髙村 美己志

代表取締役社長COO 小淵 秀範

取締役 丸本 悦造 技術生産本部長兼研究開発本部長

取締役 髙山 昭二 グループ業務本部長兼同本部業務企画部長兼同本部物流部長兼本社
営業部長

取締役CFO ※ 松田 明彦 グループ経営管理本部長

取締役 加藤 隆史

信州大学アクア・リジェネレーション機構 特任教授
岡山大学異分野基礎科学研究所 特任教授
東京大学 名誉教授
公益財団法人泉科学技術振興財団 理事

取締役 伊藤 雅彦

取締役 ※ 石山 麗子

国際医療福祉大学大学院医療福祉経営専攻 教授
一般社団法人日本ケアマネジメント学会 理事
公益財団法人フランスベッド・ホームケア財団 理事
特定非営利活動法人日本介護経営学会 理事
公益社団法人かながわ福祉サービス振興会 理事
東京海上日動ベターライフサービス株式会社 社外取締役

取締役（常勤監査等委員） 髙橋 美仁

取締役（監査等委員） 髙野 信彦 税理士（髙野信彦税理士事務所）
ニチアス株式会社 社外監査役

取締役（監査等委員） 寺本 敏之 ホウライ株式会社 代表取締役会長
株式会社アサックス 社外取締役（監査等委員）

取締役（監査等委員） ※ 小町谷 育子
弁護士（法律事務所Legal i プラス）
放送倫理・番組向上機構放送倫理検証委員会 委員長
世紀東急工業株式会社 社外取締役
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（注）1. ※印は2025年３月28日開催の第112回定時株主総会において新たに選任された取締役です。
2. 2025年３月28日開催の第112回定時株主総会終結の時をもって、取締役芹田泰三、同森雄一郎、取締役（監査等委員）石黒

清子、同安田昌彦は、任期満了により退任しました。
3. 取締役加藤隆史、同伊藤雅彦、同石山麗子、同髙野信彦、同寺本敏之、同小町谷育子は、社外取締役です。
4. 当社は、取締役加藤隆史、同伊藤雅彦、同石山麗子、同髙野信彦、同寺本敏之、同小町谷育子の６名を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
5. 取締役（監査等委員を除く）、執行役員、従業員等からの情報収集および重要な会議への出席ならびに内部監査部門等との十

分な連携を通じ、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委員を選定しております。
6. 監査等委員髙野信彦は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有する者です。
7. 監査等委員寺本敏之は、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有する者です。
8. 当社は2001年４月１日から執行役員制度を導入しております。2025年12月31日現在、執行役員およびそれに準ずる者は下

記のとおりです。
執行役員 美保 享 アロン化成株式会社代表取締役社長
執行役員 山田 容敬 株式会社ＴＧコーポレーション代表取締役社長
執行役員 古川 史人 名古屋支店長兼東亞テクノガス株式会社代表取締役社長
執行役員 寺尾 直光 大阪支店長
執行役員 五十嵐 一郎 Toagosei (Shanghai) Management Co., Ltd.董事長兼TOAGOSEI (Zhangjiagang) New Technology Co., Ltd.董事長
執行役員 野村 幸司 名古屋工場長兼同工場業務支援部長
執行役員 佐々木 豊 アロンアルフア事業部長兼同事業部コンシューマ部長
執行役員 田村 篤史 高機能無機材料事業部長兼同事業部高純度無機化学品部長兼同事業部無機機能材料部長
執行役員 加藤 純一 横浜工場長兼同工場業務支援部長
執行役員 岡嵜 栄一 Toagosei America Inc．社長
執行役員 木村 幸治 MTアクアポリマー株式会社代表取締役社長
執行役員 松崎 英男 川崎フロンティエンスＲ＆Ｄセンター長兼研究開発本部研究企画部長
執行役員 野々山 辰幸 高岡工場長兼同工場業務支援部長
執行役員 並木 憲二 基幹化学品事業部長兼同事業部アクリルモノマー部長
執行役員 野本 賢 グループ経営管理本部経営企画部長
執行役員 石井 宏明 ポリマー・オリゴマー事業部長兼同事業部オリゴマー部長
執行役員 代谷 豊和 東亞ビジネスアソシエ株式会社代表取締役社長兼グループ経営管理本部情報システム部長
執行役員 竹井 利明 新製品開発事業部長兼同事業部モビリティ部長
執行役員 髙野 隆司 サステナビリティ事業部長
フェロー 吉田 徹彦 先端科学研究所長
フェロー 河合 道弘 名古屋クリエイシオＲ＆Ｄセンター長



〈2025年度 取締役(監査等委員である取締役および監査等委員でない社外取締役を除く)に対する変動報酬と固定報酬の割合〉

取締役
報酬構成

■ 譲渡制限付株式報酬
13.8％

■ 業績連動報酬
19.3％

■ 固定報酬
66.9％

■ 変動報酬
33.1％
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❷ 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役加藤隆史、伊藤雅彦および石山麗子ならびに監査等委

員である取締役４名との間で、会社法第423条第１項の責任について、10百万円または法令が定める額のいずれ
か高い額を限度とする責任限定契約を締結しております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役が
責任の原因となった職務の執行について、善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

❸ 当事業年度に係る取締役の報酬等
①取締役の報酬等の総額

区 分 報酬等の
総額

報酬等の種類別の総額 人 数固定報酬 業績連動報酬 株式報酬
取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）
232百万円
（31百万円）

166百万円
（31百万円）

38百万円
（ー）

27百万円
（ー）

10名
（４名）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

54百万円
（33百万円）

54百万円
（33百万円） ー ー ６名

（５名）
合 計
（うち社外取締役）

286百万円
（65百万円）

220百万円
（65百万円）

38百万円
（ー）

27百万円
（ー）

16名
（９名）

（注）1. 上記には、2025年３月28日の第112回定時株主総会終結の時をもって退任した監査等委員でない取締役１名、監査等委員で
ない社外取締役１名および監査等委員である社外取締役２名を含めております。

2. 上記の株式報酬には、譲渡制限付株式報酬にかかる費用として当事業年度に計上した金額を記載しております。
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②取締役の個人別の報酬等の決定方針の概要
当社は、取締役の報酬等に関する方針を取締役会の決議によりコーポレートガバナンス基本方針および関係規

則に定めています。
取締役（監査等委員である取締役および監査等委員でない独立社外取締役を除く）の報酬は、固定報酬、業績

連動報酬および株式報酬で構成されています。また、監査等委員である取締役および監査等委員でない独立社外
取締役の報酬は、独立した立場から経営の監督機能を担う役割を重視し、固定報酬のみで構成されています。各
報酬等の概要は、「③取締役の固定報酬」から「⑤取締役の株式報酬」に記載のとおりです。

③取締役の固定報酬
取締役（監査等委員である取締役を除く）の固定報酬は、役職ごとの職務、責任および成果等を勘案し、業績

連動報酬を含め、株主総会決議により定められた報酬限度の範囲で決定しています。
監査等委員である取締役の固定報酬は、株主総会決議により定められた報酬限度での範囲で、それぞれの監査

等委員の役割・職務の内容等を勘案し、監査等委員会での協議により決定しています。

④取締役の業績連動報酬
取締役（監査等委員である取締役および監査等委員でない独立社外取締役を除く）の業績連動報酬は、前事業

年度の連結営業利益等の会社業績に加え、役職ごとの職責および経営環境等をふまえて決定します。
業績連動報酬にかかる主要な指標として連結営業利益を選択した理由は、本業における利益を評価すること

が、当社の業績評価において適切と考えるためです。なお、前連結会計年度（2024年12月期）における連結営
業利益は、目標が14,000百万円であったのに対し、実績は14,233百万円でした。

⑤取締役の株式報酬
取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の株式報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を

図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、役職ごとの
職務および責任に応じた数量の譲渡制限付株式を割り当てるものです。
対象取締役は、当社から支給された金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払い込み、当社の普通株式の発

行または処分を受けます。
対象取締役に対して発行または処分される当社の普通株式の総数は年80,000株以内とし、その１株当たりの

払込金額は、取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引
が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、割当てを受ける対象取締役に特に有
利とならない範囲において取締役会において決定します。
また、当社と対象取締役との間で譲渡制限付株式割当契約を締結し、その内容として、次の事項が含まれま

す。
（1） 対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」という。）の交

付日から当該対象取締役が当社または当社の子会社の取締役もしくは執行役員その他当社取締役会で定
める地位を喪失する日までの期間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当株式について、譲渡、担保
権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

（2） 対象取締役が、当社の取締役会で別途定める期間（以下「本役務提供等期間」という。）が満了する前
に当社または当社の子会社の取締役もしくは執行役員その他当社取締役会で定める地位を喪失した場合
には、当社の取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得
する。

（3） 当社は、対象取締役が、本役務提供等期間の間、継続して、当社または当社の子会社の取締役もしくは
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執行役員その他当社取締役会で定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、譲
渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、対象取締役が、上記（2）に定める
当社の取締役会が正当と認める理由により、本役務提供等期間が満了する前に上記（2）に定める地位
を喪失した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数および譲渡制限を解除する時期を、必要に応
じて合理的に調整する。

（4） 当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記（3）の定めに基づき譲渡制限が解除されていない
本割当株式を当然に無償で取得する。

（5） 上記（1）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が
完全子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会
（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締
役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、合理的に定める数の本割当株式につい
て、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。

（6） 上記（5）に規定する場合においては、当社は、上記（5）の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の
時点においてなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（7） 本割当契約における意思表示および通知の方法、本割当契約改定の方法その他取締役会で定める事項を
本割当契約の内容とする。

⑥取締役の報酬等についての株主総会の決議の内容
取締役（監査等委員である取締役を除く）の金銭報酬は、2025年３月28日の第112回定時株主総会において

年額400百万円以内（うち社外取締役分は年額45百万円以内）と決議されています。決議日における当該決議に
かかる取締役の人数は８名（うち社外取締役３名）です。
取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）の株式報酬は、2020年３月27日の第107回定時

株主総会において年額100百万円以内と決議されています。決議日における当該決議にかかる取締役の人数は６
名です。
監査等委員である取締役の報酬は、2025年３月28日の第112回定時株主総会において年額80百万円以内と決

議されています。決議日における当該決議にかかる取締役の人数は４名（うち社外取締役３名）です。

⑦取締役の個人別報酬等の決定の委任の状況
当社は、経営の客観性と透明性を高めるため、取締役会の諮問機関として１名の独立社外取締役でない取締役

と複数名の独立社外取締役を構成員とする指名報酬委員会を設置しています。指名報酬委員会は、取締役会から
の諮問を受けて、取締役の報酬体系および個別の報酬について検討し、答申を行います。
取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等は、取締役会で定める算出基準に従い、指名報酬

委員会の検討結果の答申を踏まえ、取締役会決議により、委任を受けた指名報酬委員会を構成する委員が決定し
ます。以上の手続きを経ていることから、取締役会は、個人別報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断
しています。
当事業年度の報酬にかかる決定を行った指名報酬委員会の委員は、代表取締役会長 髙村美己志氏、社外取締

役 森雄一郎氏、社外取締役 古川英俊氏および社外取締役 加藤隆史氏です。
なお、監査等委員である取締役の固定報酬は、それぞれの監査等委員の役割・職務の内容等を勘案し、監査等

委員会での協議により決定しています。
（注）上記の委員のうち、2024年３月28日に古川英俊氏、2025年３月28日に森雄一郎氏が取締役を退任したため、新たに委員を選任

しています。2025年12月31日時点の委員は代表取締役会長髙村美己志氏、社外取締役加藤隆史氏および社外取締役伊藤雅彦氏
です。
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❹ 社外役員に関する事項
①他の法人等の重要な兼職に関する事項
社外役員の重要な兼職につきましては、事業報告「３ 会社役員に関する事項 ❶ 取締役の状況」に記載のと

おりです。当社は、いずれの法人等とも特別の利害関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の
概要

活 動 状 況

取締役
加藤 隆史

当事業年度に開催された取締役会13回すべてに出席しております。取締役会では主に
大学教授として培われた化学分野に関する専門的な知見に基づき、当社の経営に対し、
企業価値向上に資する意見および提言ならびに独立した立場からの監督を適宜行って
おります。また、任意の諮問機関である指名報酬委員会の委員として、当事業年度に
開催された委員会すべてに出席し、客観的・中立的な立場でその職責を果たしており
ます。これらにより、社外取締役として期待される役割を果たしております。

取締役
伊藤 雅彦

当事業年度に開催された取締役会13回中12回に出席しております。取締役会では主に
会社経営経験で培われた上場企業の経営およびガバナンスに関する専門的な知見に基
づき、当社の経営に対し、企業価値向上に資する意見および提言ならびに独立した立
場からの監督を適宜行っております。これにより、社外取締役として期待される役割
を果たしております。

取締役
石山 麗子

2025年３月28日就任以降に開催された取締役会10回すべてに出席しております。取
締役会では主に介護支援専門員および大学教授として培われたケアマネジメント分野に
関する専門的な知見に基づき、当社の経営に対し、企業価値向上に資する意見および提
言ならびに独立した立場からの監督を適宜行っております。これにより、社外取締役と
して期待される役割を果たしております。

取締役（監査等委員）
髙野 信彦

当事業年度に開催された取締役会13回すべてに出席しております。取締役会では主に
国税庁での経歴や税理士として培われた会計・税務に関する専門的な知見に基づき、当
社の経営に対し、企業価値向上に資する意見および提言ならびに独立した立場からの監
督を適宜行っております。また、監査等委員会の委員として、当事業年度に開催された
委員会17回すべてに出席し、当社の内部統制システムの構築状況および運用状況の監
視・検証、業務および財産の状況に関する監査等を実施しております。これらにより、
社外取締役として期待される役割を果たしております。
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活 動 状 況

取締役（監査等委員）
寺本 敏之

当事業年度に開催された取締役会13回すべてに出席しております。取締役会では主に
会社経営経験や金融機関で培われた財務・会計に関する専門的な知見に基づき、当社の
経営に対し、企業価値向上に資する意見および提言ならびに独立した立場からの監督を
適宜行っております。また、監査等委員会の委員として、当事業年度に開催された委員
会17回すべてに出席し、当社の内部統制システムの構築状況および運用状況の監視・
検証、業務および財産の状況に関する監査等を実施しております。これらにより、社外
取締役として期待される役割を果たしております。

取締役（監査等委員）
小町谷 育子

2025年３月28日就任以降に開催された取締役会10回中９回に出席しております。取
締役会では主に弁護士として培われた法曹実務に関する専門的な知見に基づき、当社の
経営に対し、企業価値向上に資する意見および提言ならびに独立した立場からの監督を
適宜行っております。また、監査等委員会の委員として、2025年３月28日就任以降に
開催された委員会11回すべてに出席し、当社の内部統制システムの構築状況および運
用状況の監視・検証、業務および財産の状況に関する監査等を実施しております。これ
らにより、社外取締役として期待される役割を果たしております。

❺ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、そ

の内容は次のとおりです。
（1）被保険者の範囲

当社および記名子会社の取締役、監査役、執行役員およびフェロー
（2）被保険者の保険料負担

保険料は当社グループが全額を負担しており、被保険者の保険料負担はありません。
（3）填補対象となる保険事故の概要

被保険者が当社の役員等としての業務につき行った行為（不作為を含む）に起因して損害賠償請求がなさ
れたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用など

（4）役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置
犯罪行為や意図的に違法行為を行ったことに起因する損害等は填補の対象外としております。
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4 会計監査人に関する事項

❶ 名称 EY新日本有限責任監査法人

❷ 報酬等の額
①当社の当事業年度にかかる会計監査人の報酬等の額

53百万円
②当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

70百万円
（注）1. 当社監査等委員会は、社内関係部署および会計監査人から聴取を行い、会計監査人の独立性、監査の品質を確認し、監査計画

の内容、会計監査の職務の遂行状況を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。
2. 当社と会計監査人との間の監査契約において「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査の監査報酬の額を区

分しておりませんので、①の金額には「金融商品取引法」に基づく監査の報酬等の額を含めております。
3. 当 社 の 重 要 な 子 会 社 の う ち、TOAGOSEI (Zhangjiagang) New Technology Co., Ltd.、Toagosei (Shanghai)

Management Co., Ltd.、TOAGOSEI HONG KONG LIMITED、Toagosei (Zhuhai) Limited、Toa-Jet Chemical
Co.,Ltd.、Taiwan Toagosei Co., Ltd.、TOAGOSEI SINGAPORE PTE. LTD.、Toagosei (Thailand) Co., Ltd.、
Aronkasei (Thailand) Co., Ltd.およびTOAGOSEI VIETNAM CO., LTD.は、当社の会計監査人以外の監査法人（外国に
おけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

❸ 非監査業務の内容
当社は、EY新日本有限責任監査法人に、再生可能エネルギー固定価格買取制度の減免申請に関する確認業務お

よび社債発行に係るコンフォートレター作成業務を委託しております。

❹ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの事由に該当する場合、必要

と認めるときは、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。
また、当社監査等委員会は、会計監査人の監査の品質、監査の有効性・効率性を勘案し会計監査人の変更が妥

当であると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
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5 業務の適正を確保するための体制

≪業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要≫
当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針（「内部統制システム

構築の基本方針」）を、以下のとおり決議しております。

❶ 当社および子会社の取締役・従業員の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制

①行動憲章
当社は、企業理念「素材と機能の可能性を追求し、化学の力で新しい幸せをあなたへ届けます。」の下に、当

社および子会社から成る東亞合成グループすべての役員・従業員を対象として、「東亞合成グループ行動憲章」
および「東亞合成グループ行動基準マニュアル」を定め、当社および子会社の役員・従業員に対しその周知・徹
底を図る。
②取締役会
当社取締役会は、法令、定款および「取締役会規則」に従い、経営上重要な事項を決定するとともに、経営の

健全性と効率性双方の観点から取締役の業務執行の監督を行う。
③監査等委員会
(イ)監査等委員会は、当社および子会社の取締役・従業員の職務執行について、監査方針に従い監査を実施す
る。

(ロ)常勤監査等委員は、出席した重要会議において報告を受けた事項等に関し、定期的に開催する監査等委員
会において、非常勤の監査等委員との間で情報の共有を図る。

(ハ)監査部は、当社および子会社のコンプライアンスの状況、業務の適正性に関する内部監査を実施し、その
結果を適宜、監査等委員会および代表取締役に報告する。

④コンプライアンス委員会
(イ)当社は、「コンプライアンス委員会規程」を制定し、社長が指名する担当役員を委員長とし、社内委員およ
び社外委員で構成するコンプライアンス委員会を設置する。

(ロ)コンプライアンス委員会は、東亞合成グループ全体のコンプライアンスの実践状況を監督・調査し、必要
に応じ勧告を行う。
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⑤サステナビリティ推進会議
(イ)当社は、「サステナビリティ推進会議規程」を制定し、社長を議長とするサステナビリティ推進会議を設置
する。

(ロ)サステナビリティ推進会議は、東亞合成グループの持続可能な社会の発展への取組み状況を、監査により
確認する。

(ハ)サステナビリティ推進会議議長は、必要と認める都度会議を開催し、当該監査結果の報告を受け、今後の
施策について審議する。

⑥コンプライアンス維持のための体制
(イ)当社は、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および整備状況として、市民社会の秩序や安全に脅威
を与える反社会的勢力、団体とは断固として対決することを、「東亞合成グループ行動憲章」および「東亞
合成グループ行動基準マニュアル」に定め、当社および子会社の役員・従業員への周知・徹底を図る。

(ロ)当社は、平素から警察等の外部専門機関と情報交換を行うなど協力関係を確立し、反社会的勢力・団体か
らの不当な要求には毅然と対応し、一切の関係を遮断する。

(ハ)当社は、東亞合成グループにおける内部通報制度として「企業倫理ヘルプライン（コンプライアンス・ホ
ットライン）」を設け、当該ホットラインについては子会社の役員・従業員も利用可能とする。当該ホット
ラインの機関は、当社内窓口と顧問弁護士事務所の２系統とする。

(ニ)当社は、当該制度に基づく通報を行った者に対し、不利益な取扱いを行わない。
(ホ)当社は、当社および子会社の役員・従業員を対象とするコンプライアンス教育を随時実施する。

❷ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は、「文書管理規程」その他の関連内規に従い、取締役会議事録をはじめとする取締役の職務の執行にか

かる文書および電磁的記録を適切に保存・管理するとともに、取締役が当該情報に随時閲覧可能な体制とする。

❸ 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①リスク管理
(イ)当社は、「東亞合成グループリスク管理規程」に基づき、リスクごとに所管する部署を定め、所管部署を中
心として事業継続計画（ＢＣＰ）策定や予防・回避を目的としたリスクマネジメント等の適切なリスク対
策を実行する。

(ロ)経営会議および取締役会は、定期的にグループ全体のリスクを把握し、対策の妥当性を確認する。また、
リスクが顕在化した際には、グループ対策本部を設置し機動的に危機事態に対応する。
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②危機事態への対応
(イ)当社は、「東亞合成グループリスク管理規程」および「東亞合成グループ危機事態対応規程」に基づき、当
社または子会社に不測の事態が発生した場合には、規程に定める連絡体制に従い情報を収集する。

(ロ)当社は、危機事態が発生した際には、発生した危機事態の程度に応じて当社代表取締役社長の指揮のもと
グループ対策本部を設置し、損害の拡大を防止し最小限化を図る。

❹ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①中期経営計画
当社は、取締役会決議により東亞合成グループ全体を網羅する中期経営計画および各事業年度計画を決定し、

これに基づき全社および各部門の目標を定めて管理する。
②経営会議
(イ)経営会議は、取締役会においてより慎重な審議を行うため取締役会付議事項の事前審議を行う。
(ロ)経営会議は、経営会議規則に則り、取締役会付議事項に次ぐ業務執行に関する重要事項にかかる審議・決
定および個別の業務執行にかかる実務的な協議等を行い、各業務執行取締役の連携を確保し職務執行の効
率化を図る。

③執行役員制度
当社は、執行役員制度を導入して経営と執行を分離し、的確な意思決定、効率的な業務執行の実現および業務

執行責任の明確化を図る。
④職務分掌
当社は、「組織・職務権限・職務分掌規程」に従い、各部門の責任者およびその責任、業務執行手続きの詳細

について定める。

❺ 子会社の取締役の職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制
(イ)各子会社は、「関係会社管理規程」に従い、業務執行状況・財務状況など経営管理に必要な情報を、当社管
轄責任部門に対し定期的に報告する。

(ロ)子会社が重要な経営判断を行うにあたっては、「関係会社管理規程」に従い当社に報告のうえ承認を得る。
(ハ)各子会社は、オール東亞予算会議等において各子会社の経営状況・財務状況などにつき、当社に報告を行
う。



事業報告

45

❻ 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社の子会社管理制度
(イ)当社は、「関係会社管理規程」に従い、各子会社が営む事業に応じて各社ごとに定めた管轄責任部署および
支援部門を設置し、子会社の業務遂行に対する管理および支援を行う。

(ロ)経営企画部は、東亞合成グループ全体の経営戦略を策定し、全体的総括的な子会社管理業務を行う。
②その他の支援体制
当社は、主要な子会社に対して、当社で利用する基幹業務システムの提供、間接業務を請け負う子会社の運営

など子会社業務の効率化に資する支援を実施する。

❼ 当社監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する事項
①監査部の設置
監査等委員会の職務を補助するために監査部を設置し、当社従業員を監査等委員会の専任スタッフとして配置

する。
②他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性および監査等委員会の当該従業
員に対する指示の実効性確保
当該従業員の独立性および監査等委員会からの指示の実効性を確保するため、監査部には複数の専任スタッフ

を配置し、当該従業員についてはもっぱら指揮命令権を監査等委員会に委譲し、当該従業員の人事異動・考課等
は事前に監査等委員会の同意を得るものとする。

❽ 当社および子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および従業員が
監査等委員会に報告をするための体制その他監査等委員会への報告に関する体制

①経営会議付議事項の報告
法令、定款その他内規に定められた報告の他、当社経営会議事務局は、監査等委員会に対して経営会議に付議

された事項および報告された事項について原則として月例報告を行う。
②重要事項の報告
取締役・従業員の報告体制について定める内規に従い、当社および子会社の取締役（監査等委員である取締役

を除く。）・従業員は、当社の業務あるいは業績に影響を与える重要な事項について、監査等委員会に都度報告す
るほか、監査等委員会の求めに応じて必要な報告を行う。
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③企業倫理ヘルプラインに関する報告
当社は、「コンプライアンス委員会規程」に従い、「企業倫理ヘルプライン（コンプライアンス・ホットライ

ン）」の運用状況、内部調査結果を定期的に監査等委員会に報告する。
④内部統制部門による報告
内部統制室は、監査等委員に対し内部統制の運用状況について報告を行うほか、監査等委員会と定期的に情報

共有を行うなど密接な連携を保つ。
⑤報告による不利な取扱いの禁止
当社および子会社は、当社および当社子会社の役員および従業員が監査等委員会に報告をしたことを理由とし

て、不利な取扱いを行わない。

❾ 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その
他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理にかかる費用の方針に
関する事項
(イ)当社は、毎年一定額の予算を設ける。
(ロ)当社は、緊急の監査費用が発生するときは、当該請求にかかる費用が監査等委員会の職務の執行に必要で
ないと明らかに認められる場合を除き、あらかじめ定めた所定の手続に従いこれに応じる。

❿ 当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(イ)監査等委員会は、いつでも必要に応じて、当社取締役および従業員に対して監査等委員会への報告を求め
ることができる。

(ロ)監査等委員会は、会計監査人から会計監査計画および実施結果の説明を受ける等定期的に情報交換を行い、
監査等委員会、監査部および会計監査人間の相互の連携を図る。

≪業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要≫
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保す

るための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

❶ 内部統制システム全般について
・内部統制室は、取締役会および監査等委員に対し内部統制の運用状況について報告を各々実施したほか、監
査等委員会と定期的に情報共有を行った。
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❷ コンプライアンスについて
・当事業年度においてコンプライアンス委員会を２回開催し、当社事業所およびグループ各社のコンプライア
ンス施策の実施状況を監督・調査し、改善勧告を行った。

・当社グループの役員・従業員を対象とするコンプライアンス教育を定期的かつ継続的に実施した。

❸ リスク管理について
・当事業年度において、各リスクを所管する部署を中心としてリスク対策を実行するとともに、危機事態訓練
を実施し、危機事態に対応できるよう備えた。

・経営会議および取締役会は、リスク管理体制が有効に機能しているかを評価するため、各リスクを所管する
部署からリスクおよびその対応策について報告を受け、検討した。

❹ 子会社経営管理について
・当事業年度においてオール東亞予算会議を開催し、各子会社の経営状況・財務状況を確認した。
・当社管轄責任部門は、各子会社の経営状況・財務状況を定期的に把握し、当社経営会議または当社取締役会
に報告を行った。

❺ 取締役の職務の執行について
・当事業年度において取締役会を13回開催し、法令、定款および取締役会規則に定められた経営上重要な事項
の決定および業務執行の監督を行った。

・経営会議を原則として毎週開催し、取締役会付議事項の事前審議、重要な経営事項の審議や重要な業務推進
上の報告等を行った。

❻ 監査等委員会の職務の執行について
・当事業年度において監査等委員会を17回開催し、当社および子会社の取締役・従業員の職務の執行を監査し
た。

・監査等委員会は、複数の専任スタッフを配置した監査部を通じて、当社および子会社のコンプライアンスの
状況、業務の適正性に関する内部監査を実施した。

・法令、定款その他内規に定められた報告の他、経営会議付議事項や当社の業務あるいは業績に影響を与える
重要な事項について、取締役・従業員からの報告を受けた。

・監査等委員会は、内部統制室・会計監査人と定期的に情報交換を行い、相互の連携を図った。
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6 会社の支配に関する基本方針

❶ 基本方針の内容
当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、中長期的観点からの安定経営、ステークホルダ

ーとの信頼関係、蓄積した経営資源に関して十分な見識を有し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確
保、向上していくことのできる者であると考えます。

❷ 基本方針の実現に資する取組みの内容
当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向上するための取組みとして次の施策を実施してお

ります。
(イ)中期経営計画の実行

当社グループは、2023年から2025年までを対象とする中期経営計画「Leap Forward to the Next
2025」において、「新製品・新技術の開発力強化」「海外売上高の拡大」「持続可能な社会の実現に貢献」
を基本方針として、既存事業の拡大と新たな柱となる新製品・新事業の創出により持続的な成長を目指し
てまいりました。
今後、2026年から2028年までを対象とする中期経営計画「Connect and Create 2028（共創で未

来を拓く）」において、「注力分野への積極的な開発と投資の継続」「既存事業のブラッシュアップと収益
性の向上」「企業価値の向上と持続可能な価値創造」を基本方針とし、事業環境の変化にも揺るがない事
業体制を築いてまいります。

(ロ)コーポレートガバナンスの強化
当社は、「素材と機能の可能性を追求し、化学の力で新しい幸せをあなたへ届けます。」との企業理念に

基づき、企業の社会的責任を果たすべく、コーポレートガバナンスの充実を経営上の重要な課題の一つと
位置付けております。当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、透明・公正かつ迅
速・果断な意思決定を実現する実効的なコーポレートガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組ん
でおります。
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❸ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支
配されることを防止するための取組み

当社は、当社株式に対する大規模買付を行おうとする者に対しては、大規模買付の是非を株主の皆様が適切に
判断するために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討
のための時間の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適宜適切
な措置を講じます。

❹ 上記の取組みに対する取締役会の判断およびその理由
上記❷および❸の取組みは当社の企業価値の向上を目的としたものであることから、上記❶の基本方針に沿う

ものであり、株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の取締役の地位の維持を目的とするものではな
いと考えております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
この事業報告では、１株当たり当期純利益、１株当たり純資産額および比率で表示した値は表示単位未満の端数
を四捨五入し、それ以外の値は表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表（2025年12月31日現在） （単位 百万円）

資産の部
流動資産 110,556

現金及び預金 24,518
受取手形及び売掛金 38,003
電子記録債権 11,554
有価証券 7,000
棚卸資産 25,469
その他の流動資産 4,061
貸倒引当金 △51

固定資産 178,548
有形固定資産 129,050
建物及び構築物 40,939
機械装置及び運搬具 24,259
工具器具備品 4,568
土地 33,215
リース資産 72
建設仮勘定 25,995

無形固定資産 4,723

投資その他の資産 44,775
投資有価証券 36,029
退職給付に係る資産 6,013
繰延税金資産 332
その他の投資その他の資産 2,441

貸倒引当金 △41

資産合計 289,105

負債の部
流動負債 47,376

支払手形及び買掛金 16,513
短期借入金 6,865
リース債務 203
未払法人税等 2,543
賞与引当金 4
その他の流動負債 21,247

固定負債 25,783
社債 10,000
長期借入金 3,770
リース債務 974
繰延税金負債 6,930
退職給付に係る負債 131
株式給付引当金 438
その他の固定負債 3,538

負債合計 73,160
純資産の部

株主資本 190,491
資本金 20,886
資本剰余金 14,166
利益剰余金 156,396
自己株式 △957

その他の包括利益累計額 24,316
その他有価証券評価差額金 16,635
為替換算調整勘定 5,933
退職給付に係る調整累計額 1,747

非支配株主持分 1,136
純資産合計 215,944

負債・純資産合計 289,105
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連結損益計算書（2025年１月１日から2025年12月31日まで） （単位 百万円）

科 目 金 額
売上高 162,312
売上原価 115,179

売上総利益 47,133
販売費及び一般管理費 32,952

営業利益 14,180
営業外収益

受取利息及び配当金 1,463
持分法による投資利益 39
為替差益 139
その他 232 1,874

営業外費用
支払利息 244
その他 743 987
経常利益 15,067

特別利益
投資有価証券売却益 5,258
補助金収入 68 5,327

特別損失
固定資産処分損 2,021
災害による損失 406
減損損失 398
投資有価証券評価損 182
圧縮未決算特別勘定繰入額 40 3,049

税金等調整前当期純利益 17,345
法人税、住民税及び事業税 4,729
法人税等調整額 △224 4,504
当期純利益 12,840
非支配株主に帰属する当期純利益 73
親会社株主に帰属する当期純利益 12,766
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連結株主資本等変動計算書（2025年１月１日から2025年12月31日まで） （単位 百万円）

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 20,886 14,166 157,874 △1,375 191,551
当期変動額
剰余金の配当 △6,935 △6,935
親会社株主に帰属する当期純利益 12,766 12,766
自己株式の取得 △7,002 △7,002
自己株式の処分 △8 119 110
自己株式の消却 △7,300 7,300 −
利益剰余金から資本剰余金への振替 7,308 △7,308 −
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当期変動額合計 − − △1,477 417 △1,060
当期末残高 20,886 14,166 156,396 △957 190,491

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益累計額
合 計

当期首残高 14,537 5,260 1,236 21,034 1,082 213,668
当期変動額
剰余金の配当 △6,935
親会社株主に帰属する当期純利益 12,766
自己株式の取得 △7,002
自己株式の処分 110
自己株式の消却 −
利益剰余金から資本剰余金への振替 −
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 2,098 673 510 3,281 54 3,336

当期変動額合計 2,098 673 510 3,281 54 2,276
当期末残高 16,635 5,933 1,747 24,316 1,136 215,944
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連 結 注 記 表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 21社

主要な連結子会社の名称 アロン化成㈱
（注）TOAGOSEI CHEMICAL INDIA PRIVATE LIMITEDを新たに設立したため、当連結会計年度か

ら連結子会社に含めております。
（2）主要な非連結子会社の名称 東亞建装㈱

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社の総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益の合計額および利益剰余金の合計額は、
全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用関連会社の数 １社

会社の名称 中部液酸㈱
（注）Elmer's & Toagosei Co.の合弁契約解消に伴い、当連結会計年度において同社を持分法の適用範

囲から除外しております。
（2）持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社の名称

東洋電化工業㈱
（持分法を適用しなかった理由）
持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益および利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体
としても重要性がないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず、原価法によっ
ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
TOAGOSEI CHEMICAL INDIA PRIVATE LIMITEDの決算日は３月31日であるため、連結決算日にお
ける仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子会社の決算日と連結決算日は一致して
おります。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
①有価証券
その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

…… 時価法
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。

市場価格のない株式等…… 移動平均法による原価法
②デリバティブ …… 時価法
③棚卸資産 …… 主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産……定額法
（リース資産 なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
を除く） 建物及び構築物 ２〜75年

機械装置及び運搬具 ２〜17年
工具器具備品 ２〜20年

②無形固定資産……定額法
（リース資産
を除く）

なお、顧客関連資産は効果の及ぶ期間（15年以内）、自社利用のソフトウェアは社内
における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
（所有権移転外
ファイナンス・リース
取引に係る
リース資産）

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

②賞与引当金……従業員賞与の支給に充てるため、連結子会社１社は、支給見込額を計上しておりま
す。

③株式給付引当金……株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末に
おける株式給付債務の見込額を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。
なお、在外子会社等の資産および負債は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
および費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定お
よび非支配株主持分に含めております。

②退職給付に係る会計処理の方法
1)退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

2)数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）
による定額法により翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）によ
る定額法により費用処理しております。
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③のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却に関しては、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しており
ます。

④繰延資産の処理方法
社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。

⑤収益および費用の計上基準
当社グループは、次の５つのステップに基づき、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時
点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時にまたは充足するにつれて収益を認識する。

当社グループは、基幹化学品事業、ポリマー・オリゴマー事業、接着材料事業、高機能材料事業、樹脂
加工製品事業において各製品の製造・販売を主な事業としております。これらの製品の販売について
は、通常、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判
断しており、当該製品の引渡時点等で収益を認識しております。なお、国内販売においては、出荷時か
ら当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、収益認識に関する会計基
準の適用指針第98項に規定の出荷基準等の取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識しております。
収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引きおよび割戻し等を控除した収益に重大
な戻入れが生じない可能性が高い範囲内の金額で算定しております。なお、約束された対価は、履行義
務の充足時点から主として１年以内に回収しており、重要な金融要素は含まれておりません。
当社グループが代理人として関与した取引については、純額で収益を認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
１．法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準
第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65−２項(2)た
だし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への
影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算
書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首
から適用しております。なお、当該会計方針の変更は遡及適用されておりますが、これによる当連結会計
年度の期首における純資産額への影響はありません。
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（会計上の見積りに関する注記）
１．固定資産の減損
（当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額）
有形固定資産 129,050 百万円
無形固定資産 4,723 百万円
減損損失 398 百万円

（連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報）
当社グループは、定期的に各資産グループについての減損の兆候の判定を行っており、減損の兆候がある
場合には、その回収可能価額を見積もっております。回収可能価額の見積りには、当該資産グループから
得られると見込まれる将来キャッシュ・フローを使用しております。将来キャッシュ・フローの予測は、
将来の市場動向や事業活動の状況を勘案して策定しておりますが、将来キャッシュ・フローの予測が変更
され、回収不能と判断される場合、減損損失を計上する可能性があります。

２．Toagosei America Inc.（以下「ＴＵＳ」という。）の無形固定資産（顧客関連資産）の評価
（当連結会計年度の連結計算書類に計上した当該無形固定資産にかかる金額）
無形固定資産 3,276 百万円
減損損失 ― 百万円
（注）上記金額は、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上されている無形固定資産4,723百万円のう

ち、ＴＵＳが当期に取得した無形固定資産（顧客関連資産）にかかる金額です。
（連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報）
販売およびマーケティング活動を担っていた持分法適用会社Elmer̓ s & Toagosei Co. の合弁契約解消
に伴い、同社の無形固定資産（顧客関連資産）は、2025年8月にＴＵＳが取得しました。
ＴＵＳでは、定期的に各資産グループについて減損の兆候の有無を判定しており、減損の兆候が認められ
る場合には、回収可能価額の見積りを行っています。回収可能価額の見積りにあたっては、当該資産グル
ープから将来得られると見込まれるキャッシュ・フローを使用しています。将来キャッシュ・フローの予
測は、将来の市場動向や事業活動の状況を勘案して策定しています。
当連結会計年度においては、減損の兆候が認められなかったため、減損損失は計上しておりません。
なお、市場環境や事業展開の変化により前提となる条件や仮定が変更される場合には、減損損失の計上が
必要となる可能性があります。
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（追加情報）
１．従業員向け株式報酬制度

当社は、当社従業員（以下「従業員」という。）に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、従業員の
当社業績や株価上昇への意識を高めることにより、業績向上を目指した業務遂行を一層促進し、当社の中
長期的な企業価値向上を図ることを目的として、従業員向け株式報酬制度（以下「本制度」という。）を
2023年４月に導入しております。

（1）取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として信託（以下「本信託」という。）を設定し、本信託が当社
普通株式（以下「当社株式」という。）の取得を行い、従業員のうち一定の要件を充足する者に対して
付与されるポイント数に基づき本信託を通じて当社株式を交付するインセンティブ・プランです。当該
ポイントは当社取締役会が定める株式交付規程に従って従業員の役職等に応じて付与されるものです。
本信託による当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

（2）信託に残存する自社の株式
本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部
に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当連結会計年度末にお
いて、それぞれ449百万円および366千株であります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供されている資産に係る事項
（1）担保に供している資産

工場財団
建物及び構築物 18,949 百万円
機械装置及び運搬具 13,556 百万円
工具器具備品 2,088 百万円
土地 2,778 百万円
計 37,372 百万円

（2）上記に係る債務の内容
上記資産には、根抵当権を設定しておりますが、当連結会計年度末において対応する債務はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 224,501 百万円
３．保証債務

北陸液酸工業㈱ 金融機関等借入保証 21百万円
従業員 〃 3百万円
計 25百万円
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（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位 百万円）
場所 用途 種類 減損損失

川崎市川崎区 アクリル系特殊モノマー製造設備等 機械装置他 311
シンガポール アクリル酸エステル製造設備等 建設仮勘定他 86

（経緯およびグルーピングの方法）
当社は、複数の事業を営んでおり、事業用資産については、基幹化学品事業、ポリマー・オリゴマー事業、
接着材料事業、高機能材料事業の各セグメントにおいて、事業部門を最小の資産グループとしております。
また、連結子会社は、主として単一の事業を営んでおり、会社単位を最小の資産グループとしております。
当連結会計年度において、経営環境の著しい悪化が見込まれるアクリル系特殊モノマー製造設備等および営
業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっているアクリル酸エステル製造設備等について、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（398百万円）として特別損失に計上しております。

（減損損失の内訳）
減損損失の内訳は、機械装置314百万円、建設仮勘定31百万円、その他51百万円であります。

（回収可能価額の算定方法等）
上記の減損損失の測定における回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロ
ーがマイナスであるため、使用価値をゼロとして評価しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

普通株式 108,000,000株
２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年３月28日
第112回定時株主総会 普通株式 3,372 30.00 2024年12月31日 2025年３月31日
2025年７月31日

取締役会 普通株式 3,563 32.50 2025年６月30日 2025年９月４日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年３月27日開催予定の第113回定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。
普通株式の配当に関する事項
①配当金の総額 3,498百万円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たり配当額 32.50円
④基準日 2025年12月31日
⑤効力発生日 2026年３月30日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組み方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金を中心に、安全性の高い金融資産で運用し、また、
資金調達については主に銀行借入および社債によっております。デリバティブ取引は、借入金の金利変
動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

（2）金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形および売掛金ならびに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて外貨建て営
業債務をネットしたポジションについて外貨建て借入金によりヘッジしております。有価証券および投
資有価証券は、主に譲渡性預金および業務に関連する株式で、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
営業債務である支払手形および買掛金は、１年以内の支払期日です。また、その一部には、原料等の輸
入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売
掛金残高の範囲内にあります。借入金および社債は、営業取引や設備投資に必要な資金の調達を目的と
したものであります。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、
必要に応じてデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、販売業務規程に従い、営業債権について、業務企画部門が全取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、財務状況等の悪化等による取引先の信用リスクの早期把握や軽減を図っております。連結子会
社においても、各社の規程に基づき事業部門または経理担当部門が取引先の財務状況および信用状況の
管理を行っております。
デリバティブ取引の利用にあたっては、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額
により表されております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
外貨建ての営業債権債務については、必要に応じて外貨建て借入金によりヘッジしております。また、
借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、必要に応じて金利スワップを利用しておりま
す。
有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を確認し、
また取引先企業との総合的な関係の維持強化および保有による経済的合理性を勘案し、保有状況を継続
的に見直しております。
デリバティブ取引の執行・管理にあたっては、取引権限を定めた社内規程に従って行っています。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社および連結子会社では、資金繰り計画を作成し、手元資金を一定額維持することなどにより流動性
リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することによ
り、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格の
ない株式等は、次表に含めておりません。((注)をご覧ください。) また、「現金及び預金」、「受取手形及
び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」は、現金であること、および短期間
で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を省略しております。

連結貸借対照表
計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

(1)有価証券および投資有価証券
①その他有価証券 38,749 38,749 −

資産計 38,749 38,749 −
(1)社債 10,000 9,794 △206
(2)長期借入金 3,770 3,614 △155
負債計 13,770 13,408 △361

（注１）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額
連結貸借対照表計上額

（百万円）
子会社株式および関連会社株式
非連結子会社株式および関連会社株式 1,581

その他有価証券
非上場株式 970
投資事業有限責任組合 1,728

合計 4,280
これらについては、「資産(1)有価証券および投資有価証券」には含めておりません。

（注２）社債、長期借入金、リース債務およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位 百万円）

区分 １年内 １年超
２年内

２年超
３年内

３年超
４年内

４年超
５年内 ５年超

短期借入金 2,325 − − − − −
社債 − − − − 10,000 −
長期借入金 4,540 70 − − − 3,700
リース債務 203 182 174 170 166 279

合計 7,068 252 174 170 10,166 3,979
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定にかかるインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定にかかるインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定にかかるインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定にかかるインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定にかかるインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券および投資有価証券
その他有価証券
株式 31,749 − − 31,749

資産計 31,749 − − 31,749

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券および投資有価証券
その他有価証券
その他 − 7,000 − 7,000

資産計 − 7,000 − 7,000
社債 − 9,794 − 9,794
長期借入金 − 3,614 − 3,614
負債計 − 13,408 − 13,408
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（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
有価証券および投資有価証券
上場株式の時価は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。また、その他に含まれる譲渡性預金は市場での取
引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類
しております。

社債
社債の時価は、市場価格（売買参考統計値）に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い
た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
当社グループにおいては、賃貸等不動産の重要性が乏しいため、開示を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,002.20円
２．１株当たり当期純利益 117.02円

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの売上高は、主に顧客との契約から認識された収益であり、当社グループの報告セグメント
を地域別に分解した場合の内訳は、以下のとおりであります。

（単位 百万円）
報告セグメント

その他
注(1) 合計基幹化学品

事業
ポリマー・
オリゴマー
事業

接着材料
事業

高機能材料
事業

樹脂加工
製品事業 計

売上高
日本 66,317 23,722 8,658 5,225 26,643 130,566 2,310 132,877
アジア 3,396 8,902 2,032 4,125 1,498 19,956 35 19,991
北米 676 1,474 2,663 618 30 5,463 8 5,472
その他 1,381 2,069 253 256 4 3,964 6 3,971

外部顧客への売上高 71,772 36,169 13,607 10,225 28,177 159,952 2,360 162,312
（注）1. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、商社事業、輸送事業

等を含んでおります。
2. 売上高は、顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。
3. 売上高は、そのほとんどが顧客との契約から認識した収益であり、その他の源泉から認識した

収益に重要性はないため区分して記載しておりません。
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記等）４．会計方針に関する事項（4）その他連結計算書類の作成のための重要
な事項 ⑤収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当期および翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権および契約負債は以下のとおりであります。
当連結会計年度

期首残高(百万円) 期末残高(百万円)
顧客との契約から生じた債権 52,220 49,558
契約負債 38 241
契約負債は主に顧客から受け取った前受金であり、連結貸借対照表上、「その他の流動負債」に含まれ
ております。当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債に含まれていた金額に重要
性はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため実務上の便法を使
用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（重要な後発事象に関する注記）
自己株式の取得
当社は、2026年２月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用
される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。
１．自己株式の取得を行う理由

株主への利益還元、資本効率の向上、企業価値の拡大および機動的な資本政策の実行を図るため
２．取得に係る事項の内容
（1）取得対象株式の種類 当社普通株式
（2）取得し得る株式の総数 2,000,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.86%）
（3）取得価額の総額 3,000百万円（上限）
（4）取得期間 2026年２月13日〜2026年12月31日
（5）取得方法 東京証券取引所における市場買付

（投資一任契約および自己株式立会外買付取引）
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貸借対照表（2025年12月31日現在） （単位 百万円）

資産の部
流動資産 79,152

現金及び預金 16,849
受取手形 264
電子記録債権 5,549
売掛金 28,469
有価証券 7,000
商品及び製品 10,269
原材料及び貯蔵品 5,012
関係会社短期貸付金 3,497
前払費用 519
その他の流動資産 1,743
貸倒引当金 △23

固定資産 176,011
有形固定資産 110,332
建物 26,894
構築物 7,609
機械装置 19,831
車両運搬具 162
工具器具備品 3,739
土地 27,805
建設仮勘定 24,288

無形固定資産 929
設備利用権 245
ソフトウェア 684

投資その他の資産 64,749
投資有価証券 32,620
関係会社株式 24,047
関係会社出資金 2,884
関係会社長期貸付金 651
長期前払費用 1,257
前払年金費用 3,138
その他の投資その他の資産 365
貸倒引当金 △215

資産合計 255,164

負債の部
流動負債

買掛金
短期借入金
未払金
未払費用
未払法人税等
契約負債
預り金
その他の流動負債

固定負債
社債
長期借入金
繰延税金負債
株式給付引当金
長期未払費用
その他の固定負債

59,679
9,721
6,865
15,886
1,090
1,504
212

24,307
92

22,420
10,000
3,770
6,323
438
666

1,221
負債合計 82,100

純資産の部
株主資本
資本金
資本剰余金
資本準備金

利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
圧縮記帳積立金
別途積立金
繰越利益剰余金

自己株式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

157,408
20,886
18,031
18,031

119,447
3,990

115,457
747

16,415
98,295
△957

15,655
15,655

純資産合計 173,064
負債・純資産合計 255,164
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損益計算書（2025年１月１日から2025年12月31日まで） （単位 百万円）

科 目 金 額
売上高 108,730
売上原価 78,081

売上総利益 30,648
販売費及び一般管理費 20,489

営業利益 10,159
営業外収益

受取利息及び配当金 3,912
その他 320 4,233

営業外費用
支払利息 348
その他 703 1,051
経常利益 13,340

特別利益
投資有価証券売却益 5,244
補助金収入 65
貸倒引当金戻入額 2 5,312

特別損失
固定資産処分損 1,978
災害による損失 406
減損損失 311
投資有価証券評価損 182
圧縮未決算特別勘定繰入額 40 2,919

税引前当期純利益 15,733
法人税、住民税及び事業税 3,203
法人税等調整額 △187 3,016
当期純利益 12,716
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株主資本等変動計算書（2025年１月１日から2025年12月31日まで） （単位 百万円）

株 主 資 本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計圧縮記帳

積立金
別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 20,886 18,031 − 18,031 3,990 840 16,415 99,729 120,975
当期変動額
圧縮記帳積立金の取崩 △93 93 −
剰余金の配当 △6,935 △6,935
当期純利益 12,716 12,716
自己株式の取得
自己株式の処分 △8 △8
自己株式の消却 △7,300 △7,300
利益剰余金から
資本剰余金への振替 7,308 7,308 △7,308 △7,308
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − − − − △93 − △1,434 △1,527
当期末残高 20,886 18,031 − 18,031 3,990 747 16,415 98,295 119,447

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,375 158,518 13,758 13,758 172,276
当期変動額
圧縮記帳積立金の取崩 − −
剰余金の配当 △6,935 △6,935
当期純利益 12,716 12,716
自己株式の取得 △7,002 △7,002 △7,002
自己株式の処分 119 110 110
自己株式の消却 7,300 − −
利益剰余金から
資本剰余金への振替 − −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,897 1,897 1,897

当期変動額合計 417 △1,110 1,897 1,897 787
当期末残高 △957 157,408 15,655 15,655 173,064
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式
……移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない ……時価法
株式等以外のもの なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。
市場価格のない株式等 ……移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準 ……時価法
３．棚卸資産の評価基準および評価方法

……移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

４．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……定額法
（リース資産を

除く）
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物および構築物 ２〜75年
機械装置および車両運搬具 ２〜17年
工具器具備品 ２〜20年

無形固定資産……定額法
（リース資産を

除く）
なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

長期前払費用……定額法
リ ー ス 資 産……リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法
(所有権移転外
ファイナンス・リース
取 引 に 係 る
リース資産）

５．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発生していると認められる
退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。
年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を下
回る場合には、当該差異を退職給付引当金として計上し、上回る場合には当該超過
額を前払年金費用として計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。
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②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により、翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により費用処理しております。

株式給付引当金……株式交付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末にお
ける株式給付債務の見込額を計上しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異
なります。

(2) 収益および費用の計上基準
当社は、次の５つのステップに基づき、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時にまたは充足するにつれて収益を認識する。

当社は、化学工業製品の製造・販売を主な事業としております。これらの製品の販売については、通
常、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断して
おり、当該製品の引渡時点等で収益を認識しております。なお、国内販売においては、出荷時から当該
製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、収益認識に関する会計基準の適
用指針第98項に規定の出荷基準等の取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識しております。
収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引きおよび割戻し等を控除した収益に重大
な戻入れが生じない可能性が高い範囲内の金額で算定しております。なお、約束された対価は、履行義
務の充足時点から主として１年以内に回収しており、重要な金融要素は含まれておりません。
当社が代理人として関与した取引については、純額で収益を認識しております。

（3）繰延資産の処理方法
社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
１．法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
（当事業年度の計算書類に計上した金額）
有形固定資産 110,332百万円
無形固定資産 929百万円
減損損失 311百万円

（計算書類利用者の理解に資するその他の情報）
当社は、定期的に各資産グループについての減損の兆候の判定を行っており、減損の兆候がある場合には、
その回収可能価額を見積もっております。回収可能価額の見積りには、当該資産グループから得られると見
込まれる将来キャッシュ・フローを使用しております。将来キャッシュ・フローの予測は、将来の市場動向
や事業活動の状況を勘案して策定しておりますが、将来キャッシュ・フローの予測が変更され、回収不能と
判断される場合、減損損失を計上する可能性があります。

（追加情報）
１．従業員向け株式報酬制度
連結注記表（追加情報）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供されている資産に係る事項
（1）担保に供している資産

工場財団
建物 13,709百万円
構築物 5,240百万円
機械装置 13,445百万円
車両運搬具 111百万円
工具器具備品 2,088百万円
土地 2,778百万円
合計 37,372百万円

（2）上記に係る債務の内容
上記資産には、根抵当権を設定しておりますが、当事業年度末において対応する債務はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 169,213百万円

３．保証債務に係る事項
従業員および関係会社の金融機関等からの借入
に対する債務保証 25百万円

４．関係会社に対する金銭債権債務
関係会社に対する短期金銭債権 8,691百万円
関係会社に対する長期金銭債権 651百万円
関係会社に対する短期金銭債務 24,994百万円
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（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引

関係会社に対する売上高 17,005百万円
関係会社からの仕入高 5,224百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 2,671百万円

２．減損損失
以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位 百万円）
場所 用途 種類 減損損失

川崎市川崎区 アクリル系特殊モノマー製造設備等 機械装置他 311

（経緯およびグルーピングの方法）
当社は、複数の事業を営んでおり、事業用資産については、基幹化学品事業、ポリマー・オリゴマー事業、
接着材料事業、高機能材料事業の各セグメントにおいて、事業部門を最小の資産グループとしております。
当事業年度において、経営環境の著しい悪化が見込まれるアクリル系特殊モノマー製造設備等について、当
該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（311百万円）として特別損失に計上
しております。

（減損損失の内訳）
減損損失の内訳は、機械装置301百万円、その他10百万円であります。

（回収可能価額の算定方法等）
上記の減損損失の測定における回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロ
ーがマイナスであるため、使用価値をゼロとして評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．自己株式の種類および株式数に関する事項

当事業年度期首
株式数(千株)

当事業年度増加
株式数(千株)

当事業年度減少
株式数(千株)

当事業年度末
株式数(千株)

株式の種類
普通株式
（注）１．２． 970 4,826 5,083 714

合計 970 4,826 5,083 714
（注）１．当事業年度増加株式数の内訳は、自己株式の取得によるものが4,825千株、単元未満株式の買

取によるものが1千株であります。
２．当事業年度減少株式数の内訳は、自己株式の消却によるものが5,000千株、取締役等に対する

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものが72千株、従業員株式報酬制度として
の自己株式処分によるものが10千株、単元未満株式の売却によるものが0千株であります。



計算書類

72

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減損損失否認額 604百万円
有価証券評価損否認額 466百万円
株式報酬費用 232百万円
未払設備撤去費用否認額 229百万円
減価償却費超過額 217百万円
棚卸資産評価損 190百万円
未払事業税 137百万円
繰延消費税等 81百万円
その他 457百万円

繰延税金資産小計 2,618百万円
評価性引当額 △192百万円
繰延税金資産合計 2,426百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △7,176百万円
前払年金費用 △986百万円
圧縮記帳積立金 △341百万円
グループ法人税制に基づく固定資産売却益 △219百万円
その他 △27百万円

繰延税金負債合計 △8,749百万円
繰延税金負債の純額 △6,323百万円

（表示方法の変更）
前事業年度において、繰延税金資産にて独立掲記しておりました「土壌汚染対策費用否認額」および繰延

税金負債にて独立掲記しておりました「退職給付信託返還有価証券」は、金額的重要性が乏しくなったた
め、当事業年度よりそれぞれ「その他」に含めております。
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（関連当事者との取引に関する注記）
１．子会社等

（単位 百万円）

属 性 会社の
名 称 住 所 資本金 事業の

内 容
議決権
等の所
有割合

関 係 内 容
取引の
内 容

取 引
金 額 科 目 期 末

残 高役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社

ア ロ ン
化成㈱

東京都
港区 4,220

樹脂加工
製品の製
造

所有
直接
100％

兼任
3人

当社が製
造する製
品の販売

CMS預り 1,046 関係会社預 り 金 17,048

㈱TGコ
ー ポ レ
ー シ ョ
ン

東京都
港区 174

化学工業
製品の販
売

所有
直接
100％

兼任
6人

当社が製
造する製
品の販売

製 品 の
販 売 9,546 売 掛 金 3,184

CMS預り 503 関係会社預 り 金 3,045

ＭＴエチ
レンカー
ボネート
㈱

東京都
港区 480

化学工業
製品の製
造

所有
直接
90％

兼任
3人

当社が販
売する一
部製品を
製造

同社製品
の 購 入 445 買 掛 金 25
資 金 の
貸 付
(純 額)

―
関係会社
長 期
貸 付 金

651

貸 倒
引当金
戻入額

△2 貸 倒
引当金 179

関連
会社

中部
液酸㈱

愛知県
知多市 480

工 業 用
ガ ス の
製造

所有
間接
30%

兼任
1人 なし

資 金 の
貸 付
(純 額)

850
関係会社
短 期
貸 付 金

1,200

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１． 当社は、ＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）を導入しており、ＣＭＳ預りに係る取引

金額は関係会社からの預り金に係るものであります。利率は市場金利を勘案して合理的に決定
しており、担保は差し入れておりません。なお、ＣＭＳ預りに係る取引金額は、前期末残高か
らの純増減額を記載しております。

２． 貸付に係る金利につきましては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。製品
購入につきましては、同社から提出された総原価を考慮し、決定しております。製品販売につ
きましては、当社が算定した総原価を考慮し、決定しております。

３． ＭＴエチレンカーボネート㈱への関係会社長期貸付金に対し、179百万円の貸倒引当金を計上
しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,613.11円
２．１株当たり当期純利益 116.57円
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（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表（収益認識に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（重要な後発事象に関する注記）
自己株式の取得
連結注記表（重要な後発事象に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年２月12日
東亞合成株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 狩 野 茂 行
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 甲 斐 靖 裕

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東亞合成株式会社の2025年１月１日から2025

年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東亞合成株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年２月12日
東亞合成株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 狩 野 茂 行
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 甲 斐 靖 裕

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東亞合成株式会社の2025年１月１日から

2025年12月31日までの第113期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。



監査報告書

78

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年１月１日から2025年12月31日までの第113期事業年度にお

ける取締役の職務の執行について監査いたしました。
その方法および結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法およびその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロおよびハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容ならびに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について取締役および使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実
施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準、監査の方針、職務の分担等に従い、
監査部および内部統制室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役および使用人等か
らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査しま
した。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情
報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針および同号ロ
の各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容に
ついて検討を加えました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度にかかる事業報告およびその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附
属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書および連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり
方に関する基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施
行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の
株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的
とするものではないと認めます。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認
めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認
めます。

2026年２月12日
東亞合成株式会社 監 査 等 委 員 会
常勤監査等委員 髙 橋 美 仁 ㊞
監査等委員 髙 野 信 彦 ㊞
監査等委員 寺 本 敏 之 ㊞
監査等委員 小町谷 育 子 ㊞

（注）監査等委員髙野信彦、寺本敏之および小町谷育子は、会社法第２条第15号および第
331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主優待制度のご案内

ご所有の株式数および継続保有期間に応じて、QUOカードまたはカタログギフトと当社製品のア
ロンアルフアを株主優待品として進呈いたします。
基準日（毎年12月末日）時点で当社株式を100株以上かつ１年以上継続保有されている株主様が対
象です。

保有株式数
継続保有期間

１年以上３年未満 ３年以上
100株以上
300株未満

1,000円のQUOカード
アロンアルフアEXTRAゼリー状１本

1,000円のQUOカード
アロンアルフアEXTRAゼリー状１本

300株以上
500株未満

3,000円相当のカタログギフト
アロンアルフアEXTRAゼリー状１本

4,000円相当のカタログギフト
アロンアルフアEXTRAゼリー状１本

500株以上
1,000株未満

5,000円相当のカタログギフト
アロンアルフアEXTRAゼリー状１本

8,000円相当のカタログギフト
アロンアルフアEXTRAゼリー状１本

1,000株以上
10,000円相当のカタログギフト
アロンアルフアEXTRAゼリー状１本

15,000円相当のカタログギフト
アロンアルフアEXTRAゼリー状１本

●継続保有期間とは、基準日（毎年12月末日）において、同一株主番号にて過去に遡って６月末日および12月
末日（当該基準日を含む）の当社株主名簿に、連続して記載または記録されている期間といたします。

●継続保有期間中に株式を追加取得もしくは売却したことにより、６月末日および12月末日時点の保有株式数の
区分が異なることになった場合、一番少なかった保有株式数の区分を適用いたします。また、適用される保有
株式数の区分が継続保有期間１年以上３年未満と３年以上で異なる場合、継続保有期間１年以上３年未満とい
たします。

株主優待品は毎年３月の発送を予定しております。
配当のご案内とは別送ですので、お間違えのないようご注意ください。
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見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。

環境に配慮した植物油インキを
使用しています。

株主総会会場案内図

会場 〒105-8419 東京都港区西新橋一丁目14番１号（東亞合成ビル）
当社本社大会議室（２階）
･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

電話 （03）3597−7215
･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

交通 都営地下鉄・三田線内幸町駅（Ａ３出口）下車、徒歩１分
東京メトロ・銀座線新橋駅（８番出口）下車、徒歩７分
都営地下鉄・浅草線新橋駅下車、徒歩７分
Ｊ Ｒ 線・新橋駅（日比谷口）下車、徒歩７分
※お車でのご来場はご遠慮願います。


